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(57)【要約】
【課題】ドライバの運転状態を総合的に検出することが
できるドライバ状態検出装置を提供する。
【解決手段】自車両の進行方向に先行車両が存在する場
合、ドライバからみた先行車両の像の大きさの変化度合
いを示すドライバ状態係数Kを算出し、このドライバ状
態係数Kからドライバの運転状態を検出する。このドラ
イバ状態係数Kは、自車両に先行車両の画像を撮影する
撮像手段を備えておき、その撮像手段の撮影した先行車
両の画像の面積の単位時間当たりの変化度合いから算出
する。
【選択図】図２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　自車両の進行方向に先行車両が存在する場合の前記自車両のドライバの運転状態を検出
するドライバ状態検出装置であって、
　前記自車両のドライバからみた前記先行車両の像の面積の単位時間当たりの変化度合い
に基づいて求められ、前記先行車両との距離が短くなるほど増加勾配が急峻になるドライ
バ状態係数を算出するドライバ状態係数算出手段と、
　前記ドライバ状態係数算出手段の算出したドライバ状態係数に基づいて、前記ドライバ
の運転状態を検出するドライバ状態検出手段と、
　前記自車両に搭載され、前記先行車両の画像を撮影する撮像手段とを備え、
　前記ドライバ状態係数算出手段は、前記撮像手段の撮影した先行車両の画像の面積の単
位時間当たりの変化度合いから、前記ドライバ状態係数を算出することを特徴とするドラ
イバ状態検出装置。
【請求項２】
　請求項１の何れか１項に記載のドライバ状態検出装置と、
　前記ドライバ状態係数の絶対値の大きさに応じた前記ドライバの運転状態を報知する運
転状態報知手段と、を備えることを特徴とする車載警報装置。
【請求項３】
　請求項１に記載のドライバ状態検出装置と、
　前記ドライバ状態係数の絶対値の大きさに基づいて、前記ドライバに対して警報を発生
する警報発生手段と、を備えることを特徴とする車載警報装置。
【請求項４】
　請求項１に記載のドライバ状態検出装置と、
　前記ドライバ状態係数の値の大きさに基づいて、前記ドライバに対して警報を発生する
警報発生手段と、を備え、
　前記ドライバ状態係数は、
前記先行車両の像の面積の単位時間当たりの変化がない場合の値を基準として正又は負の
値で示され、
前記先行車両の像の面積の単位時間当たりの変化度合いが大きくなる場合、前記ドライバ
状態係数は正の値を示し、
前記先行車両の像の面積の単位時間当たりの変化度合いが小さくなる場合、前記ドライバ
状態係数は負の値を示すものであって、
　前記警報発生手段は、前記ドライバ状態係数が正の値を示す場合に警報を発生すること
を特徴とする車載警報装置。
【請求項５】
　前記自車両に制動力を印加する制動力印加手段を備え、
　前記警報発生手段は、前記制動力印加手段により制動力を印加して前記自車両を減速す
ることにより警報を発生することを特徴とする請求項３又は４記載の車載警報装置。
【請求項６】
　請求項１に記載のドライバ状態検出装置と、
　前記ドライバ状態係数の値の大きさに基づいて、前記ドライバに対して警報を発生する
警報発生手段と、を備え、
　前記ドライバ状態係数は、
前記先行車両の像の面積の単位時間当たりの変化がない場合の値を基準として正又は負の
値で示され、
前記先行車両の像の面積の単位時間当たりの変化度合いが大きくなる場合、前記ドライバ
状態係数は正の値を示し、
前記先行車両の像の面積の単位時間当たりの変化度合いが小さくなる場合、前記ドライバ
状態係数は負の値を示すものであって、
　前記警報発生手段は、前記ドライバ状態係数が負の値を示す場合に警報を発生すること
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を特徴とする車載警報装置。
【請求項７】
　前記自車両に駆動力を印加する駆動力印加手段を備え、
　前記警報発生手段は、前記駆動力印加手段により駆動力を印加して前記自車両を加速す
ることにより警報を発生することを特徴とする請求項６記載の車載警報装置。
【請求項８】
　前記自車両が前記先行車両に衝突するまでの余裕時間を示す衝突余裕時間を算出する衝
突余裕時間算出手段を備え、
　前記警報発生手段は、前記衝突余裕時間に応じて警報を発生することを特徴とする請求
項３～７の何れか１項に記載の車載警報装置。
【請求項９】
　前記自車両の車速に応じた前記先行車両と前記自車両との目標車間距離を算出する目標
車間距離算出手段を備え、
　前記警報発生手段は、前記先行車両と前記自車両との車間距離が前記目標車間距離を下
回った場合に警報を発生することを特徴とする請求項３～８の何れか１項に記載の車載警
報装置。
【請求項１０】
　前記警報発生手段は、
前記ドライバ状態係数の示す値と、前記ドライバ状態係数の閾値とを比較して警報を発生
すべきか否かを判定する警報判定手段を備え、
前記警報判定手段が警報を発生すべきと判定した場合に警報を発生することを特徴とする
請求項３～９の何れか１項に記載の車載警報装置。
【請求項１１】
　前記ドライバ状態係数の閾値を任意な値に変更する閾値変更手段を備えることを特徴と
する請求項１０記載の車載警報装置。
【請求項１２】
　前記警報判定手段は、所定の周期で繰り返し判定するものであって、
　前記警報発生手段は、前記警報判定手段が警報を発生すべきと判定した回数が一定回数
以上となった場合、及び、前記警報を発生すべきと判定した時間が一定時間以上継続した
場合の少なくとも一方の場合に警報を発生することを特徴とする請求項１０又は１１記載
の車載警報装置。
【請求項１３】
　前記警報発生手段は、警報の発生を開始した後、前記警報判定手段が警報を発生すべき
でない判定した時間が一定時間以上継続した場合に警報の発生を中止することを特徴とす
る請求項１２記載の車載警報装置。
【請求項１４】
　前記先行車両と前記自車両との相対速度は、
前記先行車両と前記自車両とが近づくときに負の値を示し、
前記先行車両と前記自車両とが遠ざかるときに正の値を示すものであって、
　前記警報発生手段は、前記先行車両と前記自車両との相対速度が負から正に変化した場
合に警報の発生を中止することを特徴とする請求項１３記載の車載警報装置。
【請求項１５】
　請求項１に記載のドライバ状態検出装置と、
　前記自車両前方に存在する物体を検出する物体検出手段と、
　前記物体検出手段が物体を検出した場合、当該物体が前記自車両前方の所定の警報対象
範囲内に存在する場合に前記ドライバに対して警報を発生する警報発生手段と、を備え、
　前記警報発生手段は、前記ドライバ状態係数の絶対値の大きさに応じて、前記警報対象
範囲の広さを変更する警報対象範囲変更手段を備えることを特徴とする車載警報装置。
【請求項１６】
　前記警報対象範囲変更手段は、
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前記自車両前方における左右方向の広さを変更するものであって、
前記ドライバ状態係数の絶対値が大きい程、前記広さが広くなるように変更し、
前記ドライバ状態係数の絶対値が小さい程、前記広さが狭くなるように変更することを特
徴とする請求項１５記載の車載警報装置。
【請求項１７】
　前記物体検出手段は、軽車両、歩行者、道路標識、及び信号機の少なくとも１つの物体
を検出することを特徴とする請求項１５又は１６記載の車載警報装置。
【請求項１８】
　請求項１に記載のドライバ状態検出装置と、
　前記先行車両に前記自車両が追従して走行する際、前記ドライバ状態係数の値の大きさ
に基づいて、前記自車両を加速する加速制御、及び前記自車両を減速する減速制御の少な
くとも一方の制御を実行する加減速制御手段と、を備えることを特徴とする運転支援シス
テム。
【請求項１９】
　前記ドライバ状態係数は、
前記先行車両の像の面積の単位時間当たりの変化がない場合の値を基準として正又は負の
値で示され、
前記先行車両の像の面積の単位時間当たりの変化度合いが大きくなる場合、前記ドライバ
状態係数は正の値を示し、
前記先行車両の像の面積の単位時間当たりの変化度合いが小さくなる場合、前記ドライバ
状態係数は負の値を示すものであって、
　前記加減速制御手段は、
前記ドライバ状態係数が正の値を示す場合に前記減速制御を実行し、
前記ドライバ状態係数が負の値を示す場合に前記加速制御を実行することを特徴とする請
求項１８記載の運転支援システム。
【請求項２０】
　前記加減速制御手段は、前記加速制御、又は前記減速制御の実行中に前記自車両のドラ
イバによるアクセル操作、及びブレーキ操作の少なくとも一方の操作が介入する場合であ
っても、前記加速制御、又は前記減速制御を継続して実行することを特徴とする請求項１
８又は１９記載の運転支援システム。
【請求項２１】
　前記加減速制御手段は、前記減速制御の実行中に前記自車両を加速するアクセル操作が
行われた場合、前記アクセル操作の開始から一定時間経過後に前記減速制御の実行を中止
することを特徴とする請求項２０記載の運転支援システム。
【請求項２２】
　前記加減速制御手段は、
前記減速制御として、主ブレーキによる減速制御、及びエンジンブレーキによる減速制御
の少なくとも一方を実行するものであって、
前記減速制御の実行中に前記自車両を加速するアクセル操作が行われた場合、前記アクセ
ル操作の開始から一定時間経過後に前記エンジンブレーキによる減速制御のみ実行するこ
とを特徴とする請求項２０記載の運転支援システム。
【請求項２３】
　前記加減速制御手段における前記減速制御は、
前記ドライバ状態係数に対して複数の異なる閾値を設定するとともに、この各閾値に対し
て前記自車両の発生すべき複数の異なる減速度を設定し、
前記ドライバ状態係数の値に対応した減速度で前記自車両を減速させることを特徴とする
請求項１８～２２の何れか１項に記載の運転支援システム。
【請求項２４】
　前記加減速制御手段は、前記閾値が大きいほど、前記自車両に発生すべき減速度を高く
設定することを特徴とする請求項２３記載の運転支援システム。
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【請求項２５】
　前記自車両の走行車線に隣接する隣接車線の対向車両を検出する対向車両検出手段を備
え、
　前記加減速制御手段は、前記対向車両検出手段が対向車両を検出した場合、前記自車両
を加速する加速制御、及び前記自車両を減速する減速制御の実行を中止することを特徴と
する請求項１８～２４の何れか１項に記載の運転支援システム。
【請求項２６】
　前記加減速制御手段は、前記自車両のステアリングが前記ドライバによって操作された
場合、前記減速制御の実行を中止することを特徴とする請求項１８～２５の何れか１項に
記載の運転支援システム。
【請求項２７】
　前記自車両の車速を一定の車速に制御する車速制御手段を備えることを特徴とする請求
項１８～２６の何れか１項に記載の運転支援システム。
【請求項２８】
　請求項２～１７の何れか１項に記載の車載警報装置を備えることを特徴とする請求項１
８～２７の何れか１項に記載の運転支援システム。
【請求項２９】
　自車両のドライバからみた、当該自車両の進行方向に存在する先行車両の像の面積の単
位時間当たりの変化度合いに基づいて求められ、前記先行車両との距離が短くなるほど増
加勾配が急峻になるドライバ状態係数を算出するドライバ状態係数算出手段と、
　前記ドライバ状態係数算出手段の算出した現在のドライバ状態係数と、目標とすべき目
標ドライバ状態係数とに基づいて、前記自車両と前記先行車両との目標相対加減速度を算
出する目標相対加減速度算出手段と、
　前記目標相対加減速度算出手段の算出した目標相対加減速度に基づいて、前記自車両を
加速する加速制御、及び前記自車両を減速する減速制御の少なくとも一方の制御を実行す
る自車両加減速制御手段と、を備えることを特徴とする運転支援システム。
【請求項３０】
　前記先行車両と前記自車両との車間距離Dを検出する車間距離検出手段と、
　前記先行車両と前記自車両との相対速度Vrを取得する相対速度取得手段と、を備え、
　前記目標相対加減速度算出手段は、前記現在のドライバ状態係数を対数で示したK_p[dB
]と前記目標ドライバ状態係数を対数で示したK_t[dB]とに基づいて決定されるドライバ状
態変数をK_f[dB]とすると、次式により前記目標相対加減速度である(dVr/dt)_tを算出す
ることを特徴とする請求項２９記載の運転支援システム。
(dVr/dt)_t=7.5×10｛(K_f[dB]/10)-8｝×D2×Vr
【請求項３１】
　前記目標ドライバ状態係数K_t[dB]を任意な値に設定する目標ドライバ状態係数設定手
段を備えることを特徴とする請求項３０記載の運転支援システム。
【請求項３２】
　前記相対速度Vrは、
前記先行車両と前記自車両とが近づくときに負の値を示し、
前記先行車両と前記自車両とが遠ざかるときに正の値を示すことを特徴とする請求項３０
又は３１記載の運転支援システム。
【請求項３３】
　前記自車両加減速度制御手段は、前記相対速度Vrが負の値を示すとき、当該相対速度Vr
の絶対値が前記自車両の速度よりも大きい値を示す場合に、前記減速制御の実行を禁止す
ることを特徴とする請求項３２記載の運転支援システム。
【請求項３４】
　前記自車両加減速度制御手段は、前記相対速度Vrが正の値を示すとき、当該相対速度Vr
の絶対値が所定値よりも小さい場合に前記加速制御の実行を停止することを特徴とする請
求項３２記載の運転支援システム。
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【請求項３５】
　前記自車両加減速度制御手段は、前記相対速度Vrが負の値を示すとき、当該相対速度Vr
の絶対値が所定値よりも小さい場合、前記ドライバが前記先行車両との接触を回避するた
めの一定の値以上の加速操作をおこなった場合、及び前記ドライバが前記先行車両との接
触を回避するためのステアリング操作を開始した場合の何れか１つに該当する場合に、前
記減速制御の実行を停止することを特徴とする請求項３２記載の運転支援システム。
【請求項３６】
　前記自車両加減速度制御手段は、前記減速制御の実行を停止する際、当該減速制御が停
止する旨、及び前記ドライバによる減速操作の開始を促す旨の少なくとも一方を報知する
手段を備えることを特徴とする請求項３５記載の運転支援システム。
【請求項３７】
　前記自車両加減速制御手段は、前記減速制御の実行を停止した後に、前記ドライバの運
転操作が減速操作を開始するための運転操作に移行する場合、前記自車両のブレーキアク
チュエータにブレーキ予圧を印加するブレーキ予圧印加制御を実行することを特徴とする
請求項３５又は３６記載の運転支援システム。
【請求項３８】
　前記ドライバ状態係数は、
前記先行車両の像の面積の単位時間当たりの変化がない場合の値を基準として正又は負の
値で示され、
前記先行車両の像の面積の単位時間当たりの変化度合いが大きくなる場合、前記ドライバ
状態係数は正の値を示し、
前記先行車両の像の面積の単位時間当たりの変化度合いが小さくなる場合、前記ドライバ
状態係数は負の値を示すものであって、
　前記自車両の衝突時の被害を軽減する衝突被害軽減装置を備え、
　前記自車両加減速制御手段は、前記減速制御の実行を停止した後に前記ドライバ状態係
数が負の値を示すとき、前記ドライバの運転操作が減速操作を開始するための運転操作に
移行しない場合、前記現在のドライバ状態係数K_p[dB]が所定値以上の正の値を示すとき
に、前記衝突被害軽減装置を作動するための制御を実行することを特徴とする請求項３５
又は３６記載の運転支援システム。
【請求項３９】
　前記自車両加減速制御手段は、前記衝突被害軽減装置を作動するための制御を実行する
際、前記ドライバに対し警報を発生する衝突警報手段を備えることを特徴とする請求項３
８記載の運転支援システム。
【請求項４０】
　前記自車両加減速度制御手段は、前記自車両に発生すべき減速度、又は／及び加速度に
制限を加えるものであって、前記ドライバによる運転操作に応じて異なる制限を加えるこ
とを特徴とする請求項３２記載の運転支援システム。
【請求項４１】
　前記自車両加減速度制御手段は、前記相対速度Vrが負の値を示すときに、
前記ドライバが加速操作、若しくは現在の前記自車両の速度を保持するための定速操作を
行っている場合、前記自車両に発生すべき減速度を前記減速制御において発生可能な最大
減速度ａよりも低い減速度に制限し、
前記ドライバが減速操作を実行している場合、前記自車両に発生すべき減速度を前記ドラ
イバの減速操作によって発生する前記自車両の減速度b、若しくは、前記ドライバのブレ
ーキペダルを踏む力を補助するブレーキアシストシステムによって発生する減速度cより
も低い減速度に制限することを特徴とする請求項４０記載の運転支援システム。
【請求項４２】
　前記自車両加減速度制御手段は、前記相対速度Vrが正の値を示すときに、
前記ドライバが加速操作、若しくは現在の前記自車両の速度を保持するための定速操作を
行っている場合、前記自車両に発生すべき減速度を前記減速制御において発生可能な最大
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減速度ａよりも低い減速度に制限するとともに、前記自車両に発生すべき加速度を前記加
速制御において発生可能な最大加速度gよりも低い加速度に制限し、
前記ドライバが減速操作を実行している場合、前記自車両に発生すべき減速度を前記ドラ
イバの減速操作によって発生する前記自車両の減速度b、若しくは、前記ドライバのブレ
ーキペダルを踏む力を補助するブレーキアシストシステムによって発生する減速度cより
も低い減速度に制限することを特徴とする請求項４０記載の運転支援システム。
【請求項４３】
　前記減速度cは、前記先行車両の減速度に応じて設定されることを特徴とする請求項４
１又は４２記載の運転支援システム。
【請求項４４】
　自車両の進行方向に存在する先行車両と前記自車両との接近状態及び離間状態の評価指
標として、前記自車両のドライバからみた前記先行車両の像の面積の単位時間当たりの変
化度合いに基づいて求められ、前記先行車両との距離が短くなるほど増加勾配が急峻にな
る接近離間状態評価指標KdBを算出する接近離間状態評価指標算出手段と、
　前記先行車両と前記自車両との車間距離、前記先行車両と前記自車両との相対速度、及
び前記接近離間状態評価指標KdBから、前記自車両と前記先行車両との目標相対減速度dVr
dt_ssdcを算出する目標相対減速度算出手段と、
　前記相対減速度が前記目標相対減速度dVrdt_ssdcとなるように、前記自車両を減速する
減速制御を実行する制御手段と、を備えることを特徴とする運転支援システム。
【請求項４５】
　前記目標相対減速度算出手段は、前記目標相対減速度dVrdt_ssdcに対して１以下の正の
値を示す第１のゲインを乗じ、
　前記制御手段は、前記第１のゲインを乗じた目標相対減速度dVrdt_ssdcを用いて、前記
減速制御を実行することを特徴とする請求項４４記載の運転支援システム。
【請求項４６】
　前記車間距離が前記自車両の速度に応じた値を示す安全車間距離よりも大きな値である
かどうかを判定する安全車間距離判定手段と、
　前記安全車間距離判定手段の判定結果に応じて、前記第１のゲインの値を変更する第１
のゲイン変更手段と、を備えることを特徴とする請求項４５記載の運転支援システム。
【請求項４７】
　前記目標相対減速度算出手段は、前記先行車両と前記自車両との目標相対速度Vr_daを
加味して前記目標相対減速度dVrdt_ssdcを算出することを特徴とする請求項４４～４６の
何れか１項に記載の運転支援システム。
【請求項４８】
　前記目標相対減速度算出手段は、前記目標相対減速度dVrdt_ssdcに対して、前記先行車
両の速度から決定される１以下の正の値を示す第２のゲインを乗じ、
　前記制御手段は、前記第２のゲインを乗じた目標相対減速度dVrdt_ssdcを用いて、前記
減速制御を実行することを特徴とする請求項４４～４７の何れか１項に記載の運転支援シ
ステム。
【請求項４９】
　前記自車両の常用減速度、前記車間距離、及び前記相対速度から減速制御の実行タイミ
ングの指標を表す減速目標KdB_ssdcを算出する減速目標算出手段と、
　前記接近離間状態評価指標KdBが前記減速目標KdB_ssdcを上回る値であるかどうかを判
定する減速目標判定手段と、を備え、
　前記制御手段は、前記減速目標判定手段によって前記接近離間状態評価指標KdBが前記
減速目標KdB_ssdcを上回る値であると判定された場合に、前記減速制御の実行を開始する
ことを特徴とする請求項４４～４８の何れか１項に記載の運転支援システム。
【請求項５０】
　前記減速目標算出手段は、前記減速目標KdB_ssdcに対して前記先行車両の速度から決定
される１以下の正の値を示す第３のゲインを乗じることで、最終的な減速目標KdB_ssdcを
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算出することを特徴とする請求項４９記載の運転支援システム。
【請求項５１】
　前記減速目標算出手段は、前記減速目標KdB_ssdcに基づいて、前記減速制御の終了タイ
ミングの指標を表す減速目標KdB_ssdc_hysを算出し、
　前記減速目標判定手段は、前記接近離間状態評価指標KdBが前記減速目標KdB_ssdc_hys
を下回る値であるかどうかを判定し、
　前記制御手段は、前記減速制御の実行中に、前記減速目標判定手段によって前記接近離
間状態評価指標KdBが前記減速目標KdB_ssdc_hysを下回る値であると判定された場合に、
前記減速制御の実行を終了することを特徴とする請求項４９又は５０記載の運転支援シス
テム。
【請求項５２】
　前記減速目標算出手段は、エンジンブレーキ相当の減速度を示すエンジンブレーキ常用
減速度、及び前記エンジンブレーキ常用減速度よりも大きな減速度であって、ブレーキア
クチュエータによって発生する主ブレーキ相当の減速度を示す主ブレーキ常用減速度から
、エンジンブレーキによる減速制御の実行タイミングの指標を表す減速目標KdB_ssdc_eng
ineと、ブレーキアクチュエータによる減速制御の実行タイミングの指標を表す減速目標K
dB_ssdc_brakeとを算出し、
　前記減速目標判定手段は、前記接近離間状態評価指標KdBが前記減速目標KdB_ssdc_engi
ne、及び前記減速目標KdB_ssdc_brakeを上回る値であるかどうかを判定し、
　前記制御手段は、前記減速目標判定手段によって前記接近離間状態評価指標KdBが前記
減速目標KdB_ssdc_engine、及び前記減速目標KdB_ssdc_brakeの少なくとも一方を上回る
値であると判定された場合に、前記減速制御の実行を開始することを特徴とする請求項４
９～５１の何れか１項に記載の運転支援システム。
【請求項５３】
　前記車間距離及び前記相対速度から算出される現在の車頭時間が予め設定された車頭時
間を下回る値であるかどうかを判定する車頭時間判定手段を備え、
　前記制御手段は、前記減速目標判定手段によって前記接近離間状態評価指標KdBが前記
減速目標KdB_ssdcを上回る値であると判定され、かつ、前記車頭時間判定手段によって前
記現在の車頭時間が前記予め設定された車頭時間を下回る値であると判定された場合に、
前記減速制御の実行を開始することを特徴とする請求項４９～５２の何れか１項に記載の
運転支援システム。
【請求項５４】
　自車両の進行方向に存在する先行車両と前記自車両との接近状態及び離間状態の評価指
標を表し、前記自車両のドライバからみた前記先行車両の像の面積の単位時間当たりの変
化度合いに基づいて求められ、前記先行車両との距離が短くなるほど増加勾配が急峻にな
る接近離間状態評価指標であって、前記自車両が加速する場合の目標とすべき加速時接近
離間状態評価指標KdB_aaを設定する加速時接近離間状態評価指標設定手段と、
　前記先行車両と前記自車両との車間距離、前記先行車両と前記自車両との相対速度、及
び前記加速時接近離間状態評価指標KdB_aaから、前記自車両と前記先行車両との目標相対
加速度dVrdt_aaを算出する目標相対加速度算出手段と、
　前記相対加速度が前記目標相対加速度dVrdt_aaとなるように、前記自車両を加速する加
速制御を実行する制御手段と、を備えることを特徴とする運転支援システム。
【請求項５５】
　前記目標相対加速度算出手段は、前記先行車両と前記自車両との目標相対速度Vr_aaを
加味して前記目標相対加速度dVrdt_aaを算出することを特徴とする請求項５４記載の運転
支援システム。
【請求項５６】
　前記目標相対加速度算出手段は、前記目標相対加速度dVrdt_aaに対して１以下の正の値
を示す第４のゲインを乗じ、
　前記制御手段は、前記第４のゲインを乗じた目標相対加速度dVrdt_aaを用いて、前記加
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速制御を実行することを特徴とする請求項５４又は５５記載の運転支援システム。
【請求項５７】
　前記車間距離が前記自車両の速度に応じた値を示す安全車間距離よりも小さな値である
かどうかを判定する安全車間距離判定手段を備えることを特徴とする請求項５４～５６の
何れか１項に記載の運転支援システム。
【請求項５８】
　前記安全車間距離判定手段によって前記車間距離が前記安全車間距離よりも小さな値で
あると判定された場合、前記第４のゲインの値を１に変更する第４のゲイン変更手段を備
えることを特徴とする請求項５７記載の運転支援システム。
【請求項５９】
　前記制御手段は、前記安全車間距離判定手段によって前記車間距離が前記安全車間距離
よりも小さな値であると判定された場合、前記加速制御の実行を禁止することを特徴とす
る請求項５７又は５８記載の運転支援システム。
【請求項６０】
　前記安全車間距離判定手段によって前記車間距離が前記安全車間距離よりも小さな値で
あると判定された場合、前記自車両を加速させるための運転操作の介入を禁止するオーバ
ーライド禁止手段を備えることを特徴とする請求項５７～５９の何れか１項に記載の運転
支援システム。
【請求項６１】
　前記先行車両と前記自車両との接近状態及び離間状態の評価指標を表す接近離間状態評
価指標KdBを算出する接近離間状態評価指標算出手段と、
　前記自車両の常用減速度、前記車間距離、及び前記相対速度から減速制御の実行タイミ
ングの指標を表す減速目標KdB_ssdcを算出する減速目標算出手段と、
　前記接近離間状態評価指標KdBが前記減速目標KdB_ssdcを上回る値であるかどうかを判
定する減速目標判定手段と、を備え、
　前記制御手段は、前記減速目標判定手段によって前記接近離間状態評価指標KdBが前記
減速目標KdB_ssdcを下回る値であると判定された場合に、前記加速制御の実行を開始する
ことを特徴とする請求項５４～６０の何れか１項に記載の運転支援システム。
【請求項６２】
　自車両の進行方向に存在する先行車両と前記自車両との接近状態及び離間状態の評価指
標として、前記自車両のドライバからみた前記先行車両の像の面積の単位時間当たりの変
化度合いに基づいて求められ、前記先行車両との距離が短くなるほど増加勾配が急峻にな
る接近離間状態評価指標KdBを算出する接近離間状態評価指標算出手段と、
　前記自車両の常用減速度、前記先行車両と前記自車両との車間距離、及び前記先行車両
と前記自車両との相対速度から減速制御の実行タイミングの指標を表す減速目標KdB_ssdc
を算出する減速目標算出手段と、
　前記接近離間状態評価指標KdBが前記減速目標KdB_ssdcを上回る値であるかどうかを判
定する減速目標判定手段と、
　前記減速目標判定手段によって前記接近離間状態評価指標KdBが前記減速目標KdB_ssdc
を上回る値であると判定された場合に前記自車両を減速する減速制御の実行を開始し、前
記接近離間状態評価指標KdBが前記減速目標KdB_ssdcを下回る値であると判定された場合
に前記自車両を加速する加速制御の実行を開始する制御手段と、を備えることを特徴とす
る運転支援システム。
【請求項６３】
　前記車間距離が前記自車両の速度に応じた値を示す安全車間距離よりも小さな値である
かどうかを判定する安全車間距離判定手段を備えることを特徴とする請求項６２記載の運
転支援システム。
【請求項６４】
　前記車間距離、前記相対速度、及び前記接近離間状態評価指標KdBから、前記自車両と
前記先行車両との目標相対減速度dVrdt_ssdcを算出する目標相対減速度算出手段を備え、
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　前記制御手段は、前記相対減速度が前記目標相対減速度dVrdt_ssdcとなるように、前記
減速制御を実行することを特徴とする請求項６２又は６３記載の運転支援システム。
【請求項６５】
　前記目標相対減速度算出手段は、前記目標相対減速度dVrdt_ssdcに対して１以下の正の
値を示す第１のゲインを乗じ、
　前記制御手段は、前記第１のゲインを乗じた目標相対減速度dVrdt_ssdcを用いて、前記
減速制御を実行することを特徴とする請求項６４記載の運転支援システム。
【請求項６６】
　前記車間距離が前記自車両の速度に応じた値を示す安全車間距離よりも大きな値である
かどうかを判定する安全車間距離判定手段と、
　前記安全車間距離判定手段の判定結果に応じて、前記第１のゲインの値を変更する第１
のゲイン変更手段と、を備えることを特徴とする請求項６５記載の運転支援システム。
【請求項６７】
　前記目標相対減速度算出手段は、前記先行車両と前記自車両との目標相対速度Vr_daを
加味して前記目標相対減速度dVrdt_ssdcを算出することを特徴とする請求項６４～６６の
何れか１項に記載の運転支援システム。
【請求項６８】
　前記目標相対減速度算出手段は、前記目標相対減速度dVrdt_ssdcに対して、前記先行車
両の速度から決定される１以下の正の値を示す第２のゲインを乗じ、
　前記制御手段は、前記第２のゲインを乗じた目標相対減速度dVrdt_ssdcを用いて、前記
減速制御を実行することを特徴とする請求項６４～６７の何れか１項に記載の運転支援シ
ステム。
【請求項６９】
　前記減速目標算出手段は、前記減速目標KdB_ssdcに対して前記先行車両の速度から決定
される１以下の正の値を示す第３のゲインを乗じることで、最終的な減速目標KdB_ssdcを
算出することを特徴とする請求項６２～６８の何れか１項に記載の運転支援システム。
【請求項７０】
　前記減速目標算出手段は、前記減速目標KdB_ssdcに基づいて、前記減速制御の終了タイ
ミングの指標を表す減速目標KdB_ssdc_hysを算出し、
　前記減速目標判定手段は、前記接近離間状態評価指標KdBが前記減速目標KdB_ssdc_hys
を下回る値であるかどうかを判定し、
　前記制御手段は、前記減速制御の実行中に、前記減速目標判定手段によって前記接近離
間状態評価指標KdBが前記減速目標KdB_ssdc_hysを下回る値であると判定された場合に、
前記減速制御の実行を終了することを特徴とする請求項６２～６９の何れか１項に記載の
運転支援システム。
【請求項７１】
　前記減速目標算出手段は、エンジンブレーキ相当の減速度を示すエンジンブレーキ常用
減速度、及び前記エンジンブレーキ常用減速度よりも大きな減速度であって、ブレーキア
クチュエータによって発生する主ブレーキ相当の減速度を示す主ブレーキ常用減速度から
、エンジンブレーキによる減速制御の実行タイミングの指標を表す減速目標KdB_ssdc_eng
ineと、ブレーキアクチュエータによる減速制御の実行タイミングの指標を表す減速目標K
dB_ssdc_brakeとを算出し、
　前記減速目標判定手段は、前記接近離間状態評価指標KdBが前記減速目標KdB_ssdc_engi
ne、及び前記減速目標KdB_ssdc_brakeを上回る値であるかどうかを判定し、
　前記制御手段は、前記減速目標判定手段によって前記接近離間状態評価指標KdBが前記
減速目標KdB_ssdc_engine、及び前記減速目標KdB_ssdc_brakeの少なくとも一方を上回る
値であると判定された場合に、前記減速制御の実行を開始することを特徴とする請求項６
２～７０の何れか１項に記載の運転支援システム。
【請求項７２】
　前記車間距離及び前記相対速度から算出される現在の車頭時間が予め設定された車頭時
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間を下回る値であるかどうかを判定する車頭時間判定手段を備え、
　前記制御手段は、前記減速目標判定手段によって前記接近離間状態評価指標KdBが前記
減速目標KdB_ssdcを上回る値であると判定され、かつ、前記車頭時間判定手段によって前
記現在の車頭時間が前記予め設定された車頭時間を下回る値であると判定された場合に、
前記減速制御の実行を開始することを特徴とする請求項６２～７１の何れか１項に記載の
運転支援システム。
【請求項７３】
　前記自車両が加速する場合の目標とすべき加速時接近離間状態評価指標KdB_aaを設定す
る加速時接近離間状態評価指標設定手段と、
　前記車間距離、前記相対速度、及び前記加速時接近離間状態評価指標KdB_aaから、前記
自車両と前記先行車両との目標相対加速度dVrdt_aaを算出する目標相対加速度算出手段と
、を備え、
　前記制御手段は、前記相対加速度が前記目標相対加速度dVrdt_aaとなるように、前記加
速制御を実行することを特徴とする請求項６２～７２の何れか１項に記載の運転支援シス
テム。
【請求項７４】
　前記目標相対加速度算出手段は、前記先行車両と前記自車両との目標相対速度Vr_aaを
加味して前記目標相対加速度dVrdt_aaを算出することを特徴とする請求項７３記載の運転
支援システム。
【請求項７５】
　前記目標相対加速度算出手段は、前記目標相対加速度dVrdt_aaに対して１以下の正の値
を示す第４のゲインを乗じ、
　前記制御手段は、前記第４のゲインを乗じた目標相対加速度dVrdt_aaを用いて、前記加
速制御を実行することを特徴とする請求項７３又は７４記載の運転支援システム。
【請求項７６】
　前記安全車間距離判定手段によって前記車間距離が前記安全車間距離よりも小さな値で
あると判定された場合、前記第４のゲインの値を１に変更する第４のゲイン変更手段を備
えることを特徴とする請求項７５記載の運転支援システム。
【請求項７７】
　前記制御手段は、前記安全車間距離判定手段によって前記車間距離が前記安全車間距離
よりも小さな値であると判定された場合、前記加速制御の実行を禁止することを特徴とす
る請求項６３～７６の何れか１項に記載の運転支援システム。
【請求項７８】
　前記安全車間距離判定手段によって前記車間距離が前記安全車間距離よりも小さな値で
あると判定された場合、前記自車両を加速させるための運転操作の介入を禁止するオーバ
ーライド禁止手段を備えることを特徴とする請求項６３～７７の何れか１項に記載の運転
支援システム。
【請求項７９】
　前記接近離間状態評価指標算出手段は、前記車間距離をDとし、前記相対速度をVrとす
ると、次式により接近離間状態評価指標KdBを算出することを特徴とする請求項４７～５
６及び６１～７８の何れか１項に記載の運転支援システム。
KdB=10×log(|-2×Vr|/D3×5×10-8)
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ドライバ状態検出装置、車載警報装置、運転支援システムに関するものであ
る。
【背景技術】
【０００２】
　従来、ドライバの状態を検出する技術として、例えば、特許文献１に開示されているよ
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うに、ドライバの生体反応（例えば、心拍、呼吸、皮膚電位等）からドライバの運転負荷
を検出するものがある。また、特許文献２に開示されている技術では、ドライバの顔の向
きから脇見状態を検出するとともに、ドライバの目の開閉状態から居眠り状態を検出する
。この他、特許文献３に開示されている技術によれば、例えば、ドライバの目に映る車両
前方の道路の車線幅の大きさ、曲率半径の変化の程度、先行車両・駐車車両・移動障害物
の有無、先行車両に対する追突可能性の有無等からドライバの心理的負担や視覚的刺激と
なる心理的刺激の有無を判定し、この心理的刺激の有無によってドライバの覚醒度を検出
する。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２００２－２６４６８７号公報
【特許文献２】特開２００２－２１９９６８号公報
【特許文献３】特開平８－２０３０００号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　ところで、運転に適さないドライバの運転状態としては、上述した居眠り運転や脇見運
転のほか、「ぼんやり、注意散漫」といった漫然運転等の運転状態も挙げられるが、上記
の従来技術は、何れも、このような運転に適さないドライバの運転状態を総合して検出す
るものではない。
【０００５】
　また、運転中のドライバは、運行上必要な情報を主に視覚から取得し、この取得した情
報に基づいて運行状況を認識し（認識過程）、この認識した運行状況に応じて、安全に運
行すべき運転操作を判断し（判断過程）、その判断した運転操作を行う（行動過程）、と
いう３つの過程を繰り返し行っており、何れか一つの過程でも適切に行われない場合に、
安全な運行を継続して行うことができなくなる。
【０００６】
　従って、認識過程のみならず、判断過程や操作過程まで含めてドライバの運転状態を検
出することで、ドライバの運転状態を総合的に判断できるようになるが、上記の従来技術
は、何れも、認識過程が適切に行える状態であるかどうかを検出するものであるため、上
記３つの過程まで含めてドライバの運転状態を検出することができない。また、ドライバ
の運転状態を総合的に判断し、その判断に基づく警報や運転支援を提供することができな
い。
【０００７】
　本発明は、上記の問題を鑑みてなされたもので、ドライバの運転状態を総合的に検出す
ることができるドライバ状態検出装置、車載警報装置、及び運転支援システムを提供する
ことを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　上記目的を達成するためになされた請求項１に記載のドライバ状態検出装置は、自車両
の進行方向に先行車両が存在する場合の自車両のドライバの運転状態を検出するドライバ
状態検出装置であって、
　自車両のドライバからみた先行車両の像の面積の単位時間当たりの変化度合いに基づい
て求められ、先行車両との距離が短くなるほど増加勾配が急峻になるドライバ状態係数を
算出するドライバ状態係数算出手段と、
　ドライバ状態係数算出手段の算出したドライバ状態係数に基づいて、ドライバの運転状
態を検出するドライバ状態検出手段と、
自車両に搭載され、先行車両の画像を撮影する撮像手段を備え、
ドライバ状態係数算出手段は、撮像手段の撮影した先行車両の画像の面積の単位時間当た
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りの変化度合いから、ドライバ状態係数を算出することを特徴とする。
【０００９】
　例えば、自車両が先行車両に近づく場合、自車両のドライバは、先行車両の存在を認識
することができれば、ドライバ固有のブレーキ開始タイミングでブレーキ操作を開始し、
自車両を減速させながら先行車両に接近する。一方、自車両のドライバが居眠り運転、脇
見運転、漫然運転等の運転状態である場合、先行車両の存在が認識することが困難である
ため、ドライバ固有のブレーキ開始タイミングになったとしてもブレーキ操作を開始せず
、自車両を減速させることなく、先行車両に接近する。
【００１０】
　ところで、自車両が先行車両に近づく場面において、自車両のドライバは、通常、先行
車両への接近（先行車両との車間距離の変化）を先行車両の像の大きさ（面積）の変化か
ら認識する。そして、自車両のドライバは、先行車両の存在を認識した場合、上述したよ
うに、自車両を減速させながら先行車両に接近するため、この接近中のドライバからみた
先行車両の像の面積の単位時間当たりの変化度合い（以下、ドライバ状態係数）は小さい
値を示す。一方、自車両のドライバが先行車両の存在を認識することが困難な場合、上述
したように、自車両を減速させることなく先行車両に接近するため、この接近中のドライ
バ状態係数は大きい値を示す。
【００１１】
　従って、ドライバ状態係数に基づいて、先行車両に対するドライバの運転状態を総合し
て検出することができる。また、自車両のドライバが先行車両の存在を認識することがで
きた場合であっても、上述した判断過程や行動過程が適切に行われない場合、すなわち、
ブレーキ開始タイミングの判断が不適切であったり、ブレーキ操作が不適切であったりし
た場合、その結果として、ドライバ状態係数が大きい値を示すこともある。よって、ドラ
イバ状態係数に基づいて、認識過程のみならず、判断過程や操作過程まで含めたドライバ
の運転状態を総合的に検出することが可能となる。
【００１２】
　ドライバ状態係数Kは、単位時間当たりの先行車両の像の面積Sの変化度合いdS/dtを示
すものであるため、カメラ等の撮像手段の撮影した先行車両の画像の単位時間当たりの大
きさの変化度合いと等しい。従って、撮像手段の撮影した先行車両の画像の面積の単位時
間当たりの変化度合いから、ドライバ状態係数Kを算出することができる。
【００１３】
　請求項２に記載の車載警報装置は、請求項１に記載のドライバ状態検出装置と、ドライ
バ状態係数の絶対値の大きさに応じたドライバの運転状態を報知する運転状態報知手段と
、を備えることを特徴とする。
【００１４】
　例えば、自車両が先行車両に追従して走行する場合、運転に適した状態のドライバは、
先行車両と自車両との車間距離を一定の距離に保つように運転操作を行うことができるた
め、その車間距離の維持された状況におけるドライバ状態係数Kは、図３に示すように、S
ta1或いはSta2の範囲内で変化する。なお、図４に示すように、Sta1、Sta2におけるドラ
イバの運転状態は、適切或いは普通の運転状態を示す。
【００１５】
　一方、運転に適さない状態のドライバは、先行車両と自車両との車間距離を一定の距離
に保つように運転操作を行うことができないため、その車間距離の維持されない状況にお
けるドライバ状態係数Kは、図３に示すように、Sta3以上の範囲で変化する。なお、図４
に示すように、Sta3～Sta5におけるドライバの運転状態は、不適切、非常に不適切、或い
は完全に不適切な運転状態を示す。
【００１６】
　よって、図４の表に従って、ドライバ状態係数Kの絶対値の大きさに応じて、ドライバ
の運転状態（例えば、適切、普通、不適切、非常に不適切、完全に不適切の５段階）を報
知することができる。
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【００１７】
　請求項３に記載の車載警報装置は、請求項１に記載のドライバ状態検出装置と、ドライ
バ状態係数の絶対値の大きさに基づいて、ドライバに対して警報を発生する警報発生手段
と、を備えることを特徴とする。
【００１８】
　図３及び図４に示したように、自車両が先行車両に追従して走行する場合、運転に適し
た状態のドライバのドライバ状態係数Kは、Sta1或いはSta2の範囲内で変化し、運転に適
さない状態のドライバのドライバ状態係数Kは、Sta3以上の範囲で変化する。従って、ド
ライバ状態係数Kの絶対値の大きさに基づいて、ドライバに対して警報を発生することで
、例えば、運転に適さないドライバに対して警報することができる。
【００１９】
　請求項４に記載の車載警報装置は、請求項１に記載のドライバ状態検出装置と、
ドライバ状態係数の値の大きさに基づいて、ドライバに対して警報を発生する警報発生手
段と、を備え、
ドライバ状態係数は、
先行車両の像の面積の単位時間当たりの変化がない場合の値を基準として正又は負の値で
示され、
先行車両の像の面積の単位時間当たりの変化度合いが大きくなる場合、ドライバ状態係数
は正の値を示し、
先行車両の像の面積の単位時間当たりの変化度合いが小さくなる場合、ドライバ状態係数
は負の値を示すものであって、
警報発生手段は、ドライバ状態係数が正の値を示す場合に警報を発生することを特徴とす
る。
【００２０】
　先行車両と自車両との相対速度Vrについて、先行車両と自車両とが近づく場合の相対速
度Vrを負(-)の符号で示し、先行車両と自車両とが遠ざかる場合の相対速度Vrの符号を正(
+)の符号で示すものとする。この場合、ドライバ状態係数K=(-2/D3)×Vrであるから、先
行車両と自車両とが近づく場合、先行車両の像の面積の単位時間当たりの変化度合いが大
きくなり、そのときのドライバ状態係数Kは正の値を示す。一方、先行車両と自車両とが
遠ざかる場合、先行車両の像の面積の単位時間当たりの変化度合いが小さくなり、そのと
きのドライバ状態係数Kは負の値を示す。図３は、先行車両と自車両とが近づく場合、ド
ライバ状態係数Kが正(+)の値を示し、先行車両と自車両とが遠ざかる場合、ドライバ状態
係数Kが負(-)の値を示す状況を示している。
【００２１】
　このように、ドライバ状態係数Kが正の値を示す場合、先行車両と自車両とが近づく状
況が継続しているため、ドライバ状態係数Kが負の値を示す場合、すなわち、先行車両と
自車両とが遠ざかる状況が継続している場合に比べて自車両の危険性は高い。従って、ド
ライバ状態係数Kが正の値を示す場合に、ドライバ状態係数の値の大きさに基づいてドラ
イバに対して警報を発生することで、先行車両と自車両とが近づいている状況に限って警
報を発生することができる。
【００２２】
　請求項５に記載の車載警報装置は、自車両に制動力を印加する制動力印加手段を備え、
警報発生手段は、制動力印加手段により制動力を印加して自車両を減速することにより警
報を発生することを特徴とする。これにより、自車両のドライバに対して体感的な警報（
警報ブレーキ）を与えることができる。
【００２３】
　請求項６に記載の車載警報装置は、請求項１に記載のドライバ状態検出装置と、
ドライバ状態係数の値の大きさに基づいて、ドライバに対して警報を発生する警報発生手
段と、を備え、
ドライバ状態係数は、
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先行車両の像の面積の単位時間当たりの変化がない場合の値を基準として正又は負の値で
示され、
先行車両の像の面積の単位時間当たりの変化度合いが大きくなる場合、ドライバ状態係数
は正の値を示し、
先行車両の像の面積の単位時間当たりの変化度合いが小さくなる場合、ドライバ状態係数
は負の値を示すものであって、
警報発生手段は、ドライバ状態係数が負の値を示す場合に警報を発生することを特徴とす
る。
【００２４】
　上述したように、ドライバ状態係数Kが正の値を示す場合、先行車両と自車両とが近づ
く状況が継続しているため、ドライバ状態係数Kが負の値を示す場合、すなわち、先行車
両と自車両とが遠ざかる状況が継続している場合に比べて自車両の危険性は高い。しかし
ながら、先行車両と自車両とが遠ざかる状況がドライバの意図的な運転操作によるもので
ない場合、すなわち、自車両のドライバが運転に適さない運転状態に陥ったために、上記
の状況となる場合も考えられる。従って、ドライバ状態係数が負の値を示す場合に警報を
発生することで、先行車両と自車両とが遠ざかる状況において警報を発生することができ
る。
【００２５】
　請求項７に記載の車載警報装置は、自車両に駆動力を印加する駆動力印加手段を備え、
警報発生手段は、駆動力印加手段により駆動力を印加して自車両を加速することにより警
報を発生することを特徴とする。これにより、自車両のドライバに対して体感的な警報を
与えることができる。
【００２６】
　請求項８に記載の車載警報装置は、自車両が先行車両に衝突するまでの余裕時間を示す
衝突余裕時間を算出する衝突余裕時間算出手段を備え、警報発生手段は、衝突余裕時間に
応じて警報を発生することを特徴とする。これにより、衝突余裕時間に基づく警報を発生
することができる。
【００２７】
　請求項９に記載の車載警報装置は、自車両の車速に応じた先行車両と自車両との目標車
間距離を算出する目標車間距離算出手段を備え、警報発生手段は、先行車両と自車両との
車間距離が目標車間距離を下回った場合に警報を発生することを特徴とする。これにより
、先行車両と自車両との車間距離に基づく警報を発生することができる。
【００２８】
　請求項１０に記載の車載警報装置によれば、警報発生手段は、ドライバ状態係数の示す
値と、ドライバ状態係数の閾値とを比較して警報を発生すべきか否かを判定する警報判定
手段を備え、警報判定手段が警報を発生すべきと判定した場合に警報を発生することを特
徴とする。これにより、ドライバ状態係数の閾値に基づいて、警報を発生すべきか否かを
判定することができる。
【００２９】
　請求項１１に記載の車載警報装置によれば、ドライバ状態係数の閾値を任意な値に変更
する閾値変更手段を備えることを特徴とする。これにより、自車両のドライバは、警報の
発生を判定するために用いるドライバ状態係数の閾値を所望の閾値に変更することができ
る。
【００３０】
　請求項１２に記載の車載警報装置によれば、警報判定手段は、所定の周期で繰り返し判
定するものであって、警報発生手段は、警報判定手段が警報を発生すべきと判定した回数
が一定回数以上となった場合、及び、警報を発生すべきと判定した時間が一定時間以上継
続した場合の少なくとも一方の場合に警報を発生することを特徴とする。これにより、警
報発生のハンチング現象を抑制することができる。
【００３１】
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　請求項１３に記載の車載警報装置によれば、警報発生手段は、警報の発生を開始した後
、警報判定手段が警報を発生すべきでない判定した時間が一定時間以上継続した場合に警
報の発生を中止することを特徴とする。これにより、警報の発生を中止することができる
。
【００３２】
　請求項１４に記載の車載警報装置によれば、
先行車両と自車両との相対速度は、
先行車両と自車両とが近づくときに負の値を示し、
先行車両と自車両とが遠ざかるときに正の値を示すものであって、
警報発生手段は、先行車両と自車両との相対速度が負から正に変化した場合に警報の発生
を中止することを特徴とする。
【００３３】
　上述したように、先行車両と自車両との相対速度Vrは、先行車両と自車両とが近づく場
合に負(-)の符号で示され、先行車両と自車両とが遠ざかる場合に正(+)の符号で示される
。そして、相対速度Vrが負から正に変化した場合、先行車両と自車両とが近づく状況から
遠ざかる状況に変化したことになり、この状況の変化により自車両の危険性が低くなる。
従って、自車両の危険性が低くなった場合に警報の発生を中止することができる。
【００３４】
　請求項１５に記載の車載警報装置は、請求項１に記載のドライバ状態検出装置と、
自車両前方に存在する物体を検出する物体検出手段と、
物体検出手段が物体を検出した場合、当該物体が自車両前方の所定の警報対象範囲内に存
在する場合にドライバに対して警報を発生する警報発生手段と、を備え、
警報発生手段は、ドライバ状態係数の絶対値の大きさに応じて、警報対象範囲の広さを変
更する警報対象範囲変更手段を備えることを特徴とする。
【００３５】
　例えば、覚醒度が高いドライバは、視界が広い状態であるため、自車両前方に存在する
物体を幅広く認識することができる。これに対し、覚醒度が低いドライバは、視界が狭い
状態であるため、視界の中心（中心視）から外れた周辺視に位置する物体を認識すること
が困難になる（或いは、出来なくなる）。そこで、例えば、図１１に示すように、ドライ
バ状態係数Kの絶対値の大きさに応じて警報対象範囲の広さを変更し、この変更した警報
対象範囲に物体が存在する場合に警報を発生させる。これにより、運転に適さない状態の
ドライバに対し、運転に適した状態であれば認識可能な物体の存在を警報することができ
る。
【００３６】
　請求項１６に記載の車載警報装置によれば、警報対象範囲変更手段は、
自車両前方における左右方向の広さを変更するものであって、
ドライバ状態係数の絶対値が大きい程、広さが広くなるように変更し、
ドライバ状態係数の絶対値が小さい程、広さが狭くなるように変更することを特徴とする
。
【００３７】
　これにより、例えば、覚醒度が低下して視界の狭くなった状態のドライバに対して、認
識できない物体の存在を警報することができる。また、運転に適した状態のドライバに対
して、認識可能な物体の存在を警報しないようにすることも可能となる。
【００３８】
　請求項１７に記載の車載警報装置によれば、物体検出手段は、軽車両、歩行者、道路標
識、及び信号機の少なくとも１つの物体を検出することを特徴とする。これにより、自車
両の進路に進入する可能性のある軽車両や歩行者を検出したり、運行上遵守すべき道路標
識や信号機を検出したりすることができる。
【００３９】
　請求項１８に記載の運転支援システムは、請求項１に記載のドライバ状態検出装置と、
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先行車両に自車両が追従して走行する際、ドライバ状態係数の値の大きさに基づいて、自
車両を加速する加速制御、及び自車両を減速する減速制御の少なくとも一方の制御を実行
する加減速制御手段と、を備えることを特徴とする。
【００４０】
　自車両が先行車両に追従して走行する場合、上述したように、運転に適した状態のドラ
イバは、先行車両と自車両との車間距離を一定の距離に保つように運転操作を行うことが
できるため、その車間距離の維持された状況におけるドライバ状態係数Kは、図３に示す
ように、Sta1或いはSta2の範囲内で変化する。
【００４１】
　一方、運転に適さない状態のドライバは、先行車両と自車両との車間距離を一定の距離
に保つように運転操作を行うことができないため、その車間距離の維持されない状況にお
けるドライバ状態係数Kは、図３に示すように、Sta3以上の範囲で変化する。
【００４２】
　本発明は、運転に適さない状態に陥りつつあるドライバの運転操作を支援するため、ド
ライバ状態係数Kの値の大きさに基づいて自車両を加減速する。これにより、自車両が先
行車両に追従して走行する場合の運転操作を支援することができる。
【００４３】
　請求項１９に記載の運転支援システムによれば、ドライバ状態係数は、
先行車両の像の面積の単位時間当たりの変化がない場合の値を基準として正又は負の値で
示され、
先行車両の像の面積の単位時間当たりの変化度合いが大きくなる場合、ドライバ状態係数
は正の値を示し、
先行車両の像の面積の単位時間当たりの変化度合いが小さくなる場合、ドライバ状態係数
は負の値を示すものであって、
加減速制御手段は、
ドライバ状態係数が正の値を示す場合に減速制御を実行し、
ドライバ状態係数が負の値を示す場合に加速制御を実行することを特徴とする。
【００４４】
　これにより、先行車両と自車両とが近づく場合に減速制御を実行するため、自車両が先
行車両に近づくのを抑制することができる。一方、先行車両と自車両とが遠ざかる場合に
加速制御が実行するため、自車両が先行車両から遠ざかるのを抑制することができる。
【００４５】
　請求項２０に記載の運転支援システムによれば、加減速制御手段は、加速制御、又は減
速制御の実行中に自車両のドライバによるアクセル操作、及びブレーキ操作の少なくとも
一方の操作が介入する場合であっても、加速制御、又は減速制御を継続して実行すること
を特徴とする。
【００４６】
　これにより、自車両が先行車両に追従して走行する場合、基本的には自車両のドライバ
の運転操作によって自車両が運行され、ドライバが運転に適さない状態に陥りつつある場
合に、ドライバの運転操作を支援することができる。
【００４７】
　請求項２１に記載の運転支援システムによれば、加減速制御手段は、減速制御の実行中
に自車両を加速するアクセル操作が行われた場合、このアクセル操作の開始から一定時間
経過後に減速制御の実行を中止することを特徴とする。
【００４８】
　これにより、例えば、自車両が先行車両を追い越す場面において、スムーズに先行車両
を追い越すためにドライバがアクセル操作を行って自車両を加速する場合に、減速制御を
継続して実行しないようにすることができる。
【００４９】
　請求項２２に記載の運転支援システムによれば、加減速制御手段は、減速制御として、
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主ブレーキによる減速制御、及びエンジンブレーキによる減速制御の少なくとも一方を実
行するものであって、
減速制御の実行中に自車両を加速するアクセル操作が行われた場合、このアクセル操作の
開始から一定時間経過後にエンジンブレーキによる減速制御のみ実行することを特徴とす
る。
【００５０】
　これにより、先行車両と自車両とが近づくにもかかわらずドライバが自車両を加速させ
るためのアクセル操作を行う場合に、主ブレーキによる減速制御を継続して実行しないよ
うにすることができる。
【００５１】
　請求項２３に記載の運転支援システムによれば、加減速制御手段における減速制御は、
ドライバ状態係数に対して複数の異なる閾値を設定するとともに、この各閾値に対して自
車両の発生すべき複数の異なる減速度を設定し、ドライバ状態係数の値に対応した減速度
で自車両を減速させることを特徴とする。これにより、ドライバ状態係数Kの値に応じた
減速度で自車両を減速させることができる。
【００５２】
　請求項２４に記載の運転支援システムによれば、加減速制御手段は、閾値が大きいほど
、自車両に発生すべき減速度を高く設定することを特徴とする。これにより、例えば、ド
ライバのブレーキ操作が行われずに先行車両と自車両とが近づく状況においては、ドライ
バ状態係数Kが次第に大きな値を示すようになるため、この閾値が大きいほど、自車両に
発生すべき減速度を高く設定することで、自車両に発生する減速度を段階的に高くするこ
とができる。
【００５３】
　請求項２５に記載の運転支援システムによれば、自車両の走行車線に隣接する隣接車線
の対向車両を検出する対向車両検出手段を備え、加減速制御手段は、対向車両検出手段が
対向車両を検出した場合、自車両を加速する加速制御、及び自車両を減速する減速制御の
実行を中止することを特徴とする。これにより、対向車両を先行車両と誤って検出したと
しても、加速制御や減速制御を実行しないようにすることができる。
【００５４】
　請求項２６に記載の運転支援システムによれば、加減速制御手段は、自車両のステアリ
ングがドライバによって操作された場合、減速制御の実行を中止することを特徴とする。
これにより、減速中にドライバがステアリングを操作することで、車両の挙動が不安定な
状態となるのを防ぐことができる。
【００５５】
　請求項２７に記載の運転支援システムは、自車両の車速を一定の車速に制御する車速制
御手段を備えることを特徴とする。これにより、自車両が単独で走行する場合には、自車
両の車速を一定の車速に保つように支援することができる。
【００５６】
　請求項２８に記載の運転支援システムは、請求項２～１７の何れか１項に記載の車載警
報装置を備えることを特徴とする。これにより、ドライバの運転を支援するとともに、ド
ライバ状態係数に基づく警報を発生することができる。
【００５７】
　請求項２９に記載の運転支援システムは、
自車両のドライバからみた、当該自車両の進行方向に存在する先行車両の像の面積の単位
時間当たりの変化度合いに基づいて求められ、先行車両との距離が短くなるほど増加勾配
が急峻になるドライバ状態係数を算出するドライバ状態係数算出手段と、
ドライバ状態係数算出手段の算出した現在のドライバ状態係数と、目標とすべき目標ドラ
イバ状態係数とに基づいて、自車両と先行車両との目標相対加減速度を算出する目標相対
加減速度算出手段と、
目標相対加減速度算出手段の算出した目標相対加減速度に基づいて、自車両を加速する加
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速制御、及び自車両を減速する減速制御の少なくとも一方の制御を実行する自車両加減速
制御手段と、を備えることを特徴とする。
【００５８】
　本発明は、図３に示したSta1或いはSta2の範囲内のドライバ状態係数（すなわち、運転
に適した状態のドライバが先行車両と自車両との車間距離を一定の距離に保つように運転
操作を行っている状況におけるドライバ状態係数）を目標とすべきドライバ状態係数（目
標ドライバ状態係数）とし、この目標ドライバ状態係数と、現在のドライバ状態係数とに
基づいて、自車両と先行車両との目標とすべき相対加減速度（目標相対加減速度）を算出
し、この目標相対加減速度に基づいて自車両を加減速する。これにより、目標ドライバ状
態係数と、現在のドライバ状態係数との関係に基づいて、自車両が先行車両に追従して走
行する場合の運転操作を支援することができる。
【００５９】
　請求項３０に記載の運転支援システムは、
先行車両と自車両との車間距離Dを検出する車間距離検出手段と、
先行車両と前記自車両との相対速度Vrを取得する相対速度取得手段と、を備え、
目標相対加減速度算出手段は、現在のドライバ状態係数を対数で示したK_p[dB]と目標ド
ライバ状態係数を対数で示したK_t[dB]とに基づいて決定されるドライバ状態変数をK_f[d
B]とすると、次式により目標相対加減速度である(dVr/dt)_tを算出することを特徴とする
。
【００６０】
　（数６）
　(dVr/dt)_t=7.5×10｛(K_f[dB]/10)-8｝×D2×Vr
　上記数式５を定数倍したものを対数（デシベル[dB]）で示すと次式を得る。なお、次式
中の|K|はドライバ状態係数の絶対値を示している。
【００６１】
　（数７）
　K[dB]=10×log(|K|/0.00005)
　ここで、上記数式５を定数倍したものと数式７から、相対速度Vrについて時間微分を施
すことで、次式に示す相対加減速度(dVr/dt)が得られる。
【００６２】
　（数８）
　(dVr/dt)=7.5×10｛(K[dB]/10)-8｝×D2×Vr
　ここで、例えば、目標ドライバ状態係数K_t[dB]が30[dB]である場合、上記数式８のK[d
B]としてこれを代入すると、相対減速度(dVr/dt)は、図１４中の曲線で示される。本発明
では、現在のドライバ状態係数K_p[dB]が目標ドライバ状態係数K_t[dB]に近づくようにド
ライバ状態変数K_f[dB]を決定する。これにより、決定したドライバ状態変数K_f[dB]を上
記数式６に代入することで、目標とすべき相対加減速度である目標相対加減速度(dVr/dt)
_tを算出することができる。
【００６３】
　請求項３１に記載の運転支援システムは、目標ドライバ状態係数K_t[dB]を任意な値に
設定する目標ドライバ状態係数設定手段を備えることを特徴とする。これにより、ドライ
バ自身の好みに応じた値に設定することができる。
【００６４】
　請求項３２に記載の運転支援システムによれば、相対速度Vrは、先行車両と自車両とが
近づくときに負の値を示し、先行車両と自車両とが遠ざかるときに正の値を示すことを特
徴とする。これにより、相対速度の符号から先行車両と自車両との関係を把握することが
できる。
【００６５】
　請求項３３に記載の運転支援システムによれば、自車両加減速度制御手段は、相対速度
Vrが負の値を示すとき、当該相対速度Vrの絶対値が自車両の速度よりも大きい値を示す場
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合に、減速制御の実行を禁止することを特徴とする。
【００６６】
　すなわち、相対速度Vrが負の値を示し、その絶対値が自車両の速度よりも大きい値を示
す場合、その相対速度Vrは、自車両と同じ進行方向の先行車両との相対速度ではなく、対
向車両との相対速度であると考えられる。このような場合には、減速制御の実行を禁止す
ることで誤った制御を実行しないようにすることができる。
【００６７】
　請求項３４に記載の運転支援システムによれば、自車両加減速度制御手段は、相対速度
Vrが正の値を示すとき、当該相対速度Vrの絶対値が所定値よりも小さい場合に加速制御の
実行を停止することを特徴とする。
【００６８】
　このように、先行車両と自車両とが遠ざかる場合（相対速度Vrが正の値を示す場合）で
あっても、相対速度Vrの絶対値が所定値よりも小さい場合には、ドライバが運転に適した
状態で先行車両に追従するように運転操作を行っていると考えられる。従って、このよう
な場合に加速制御の実行を停止することで、ドライバの運転操作に過度に介入しないよう
にすることができる。
【００６９】
　請求項３５に記載の運転支援システムによれば、自車両加減速度制御手段は、相対速度
Vrが負の値を示すとき、当該相対速度Vrの絶対値が所定値よりも小さい場合、ドライバが
先行車両との接触を回避するため一定の値以上の加速操作をおこなった場合、及びドライ
バが先行車両との接触を回避するためのステアリング操作を開始した場合の何れか１つに
該当する場合に、減速制御の実行を停止することを特徴とする。
【００７０】
　このように、先行車両と自車両とが近づく場合（相対速度Vrが負の値を示す場合）であ
っても、相対速度Vrの絶対値が所定値よりも小さい場合には、ドライバが運転に適した状
態で先行車両に追従するように運転操作を行っていると考えられる。従って、このような
場合に減速制御の実行を停止することで、ドライバの運転操作に過度に介入しないように
することができる。
【００７１】
　また、先行車両と自車両とが近づく場合（相対速度Vrが負の値を示す場合）であっても
、ドライバが先行車両との接触を回避するための加速操作やステアリング操作を開始した
場合、ドライバは、先行車両を追い越すための車線変更を開始したものと考えられる。従
って、このような場合に減速制御の実行を停止することで、車線変更を妨げるような介入
をしないようにすることができる。
【００７２】
　請求項３６に記載の運転支援システムによれば、自車両加減速度制御手段は、減速制御
の実行を停止する際、当該減速制御が停止する旨、及びドライバによる減速操作の開始を
促す旨の少なくとも一方を報知する手段を備えることを特徴とする。これにより、ドライ
バは、減速制御が停止することを把握したり、自ら減速操作を開始する必要があることを
把握したりすることが可能となる。
【００７３】
　請求項３７に記載の運転支援システムによれば、自車両加減速制御手段は、減速制御の
実行を停止した後に、ドライバの運転操作が減速操作を開始するための運転操作に移行す
る場合、自車両のブレーキアクチュエータにブレーキ予圧を印加するブレーキ予圧印加制
御を実行することを特徴とする。
【００７４】
　これにより、ドライバがアクセルペダルからブレーキペダルへ踏み替えるまでの間にブ
レーキ予圧を印加することが可能となるため、減速操作を開始するまでのタイムラグを排
除することができる。
【００７５】
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　請求項３８に記載の運転支援システムによれば、
ドライバ状態係数は、
先行車両の像の面積の単位時間当たりの変化がない場合の値を基準として正又は負の値で
示され、
先行車両の像の面積の単位時間当たりの変化度合いが大きくなる場合、ドライバ状態係数
は正の値を示し、
先行車両の像の面積の単位時間当たりの変化度合いが小さくなる場合、ドライバ状態係数
は負の値を示すものであって、
自車両の衝突時の被害を軽減する衝突被害軽減装置を備え、
自車両加減速制御手段は、減速制御の実行を停止した後に前記ドライバ状態係数が負の値
を示すとき、ドライバの運転操作が減速操作を開始するための運転操作に移行しない場合
、現在のドライバ状態係数K_p[dB]が所定値以上の正の値を示すときに、衝突被害軽減装
置を作動するための制御を実行することを特徴とする。
【００７６】
　上述したように、先行車両と自車両とが近づく場合（相対速度Vrが負の値を示す場合）
に減速制御の実行を停止した後、ドライバの運転操作が減速操作を開始するための運転操
作に移行しない場合、先行車両と自車両とがさらに接近することになり、先行車両と自車
両とが衝突する可能性が高くなる。
【００７７】
　このような場合、現在のドライバ状態係数K_p[dB]が所定値以上の正の値を示すならば
、双方の車両が急激に接近していると判断し、衝突被害軽減装置を作動するための制御を
実行する。これにより、先行車両と自車両とが衝突したときの被害を軽減することが可能
となる。
【００７８】
　請求項３９に記載の運転支援システムによれば、自車両加減速制御手段は、衝突被害軽
減装置を作動するための制御を実行する際、ドライバに対し警報を発生する衝突警報手段
を備えることを特徴とする。これにより、衝突被害軽減装置が作動する旨をドライバに知
らせることができる。
【００７９】
　請求項４０に記載の運転支援システムによれば、自車両加減速度制御手段は、自車両に
発生すべき減速度、又は／及び加速度に制限を加えるものであって、ドライバによる運転
操作に応じて異なる制限を加えることを特徴とする。これにより、ドライバの運転操作に
応じて、自車両に発生すべき減速度や加速度に制限を加えることができる。
【００８０】
　請求項４１に記載の運転支援システムによれば、
自車両加減速度制御手段は、相対速度Vrが負の値を示すときに、
ドライバが加速操作、若しくは現在の自車両の速度を保持するための定速操作を行ってい
る場合、自車両に発生すべき減速度を減速制御において発生可能な最大減速度ａよりも低
い減速度に制限し、
ドライバが減速操作を実行している場合、自車両に発生すべき減速度をドライバの減速操
作によって発生する自車両の減速度b、若しくは、ドライバのブレーキペダルを踏む力を
補助するブレーキアシストシステムによって発生する減速度cよりも低い減速度に制限す
ることを特徴とする。
【００８１】
　これにより、相対速度Vrが負の値を示すとき、ドライバの減速操作の有無によって自車
両に発生すべき減速度に異なった制限を加えることができる。
【００８２】
　請求項４２に記載の運転支援システムによれば、
自車両加減速度制御手段は、相対速度Vrが正の値を示すときに、
ドライバが加速操作、若しくは現在の自車両の速度を保持するための定速操作を行ってい
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る場合、自車両に発生すべき減速度を減速制御において発生可能な最大減速度ａよりも低
い減速度に制限するとともに、自車両に発生すべき加速度を加速制御において発生可能な
最大加速度gよりも低い加速度に制限し、
ドライバが減速操作を実行している場合、自車両に発生すべき減速度をドライバの減速操
作によって発生する自車両の減速度b、若しくは、ドライバのブレーキペダルを踏む力を
補助するブレーキアシストシステムによって発生する減速度cよりも低い減速度に制限す
ることを特徴とする。
【００８３】
　これにより、相対速度Vrが正の値を示すとき、ドライバの減速操作の有無によって自車
両に発生すべき減速度に異なった制限を加えることができるとともに、自車両に発生すべ
き加速度にも制限を加えることができる。
【００８４】
　請求項４３に記載の運転支援システムによれば、減速度cは、先行車両の減速度に応じ
て設定されることを特徴とする。これにより、先行車両の減速度の高低と合うように減速
度cを設定することが可能となる。
【００８５】
　請求項４４に記載の運転支援システムは、自車両の進行方向に存在する先行車両と自車
両との接近状態及び離間状態の評価指標として、自車両のドライバからみた先行車両の像
の面積の単位時間当たりの変化度合いに基づいて求められ、先行車両との距離が短くなる
ほど増加勾配が急峻になる接近離間状態評価指標KdBを算出する接近離間状態評価指標算
出手段と、
先行車両と自車両との車間距離D、先行車両と自車両との相対速度Vr、及び接近離間状態
評価指標KdBから、自車両と先行車両との目標相対減速度dVrdt_ssdcを算出する目標相対
減速度算出手段と、
相対減速度が目標相対減速度dVrdt_ssdcとなるように、自車両を減速する減速制御を実行
する制御手段と、を備えることを特徴とする。
【００８６】
　接近離間状態評価指標KdBは、請求項７９に記載のように次式を計算することによって
算出される。なお、接近離間状態評価指標KdBの符号（＋、－）については、相対速度Vr
が負の値（Vr<0、接近）の場合に正の値（KdB>0）となるように符号を割り当て、相対速
度Vrが正の値（Vr>0、離間）の場合に負の値（KdB<0）となるように符号を割り当てるこ
とにする。また、数式中の｜｜は絶対値を示す記号である。
【００８７】
　（数９）
　KdB=10×log{|-2×Vr|/( D3×5×10-8)}
　上記の数式は次式のように変形することができる。
【００８８】
　（数１０）
　10（|KdB|/10）＝|-2×Vr|/( D3×5×10-8)
　（数１１）
　｜-Vr|＝(D3×5×10-8/2)×10（|KdB|/10）＝2.5×D3×10｛(|KdB|/10)-8｝

　ここで、自車両と先行車両との目標相対減速度dVrdt_ssdcは、車間距離D、相対速度Vr
、接近離間状態評価指標KdBから次式によって算出される。
【００８９】
　（数１２）
　目標相対減速度dVrdt_ssdc＝(dVr/dD)×(dD/dt)＝7.5×D2×10｛(|KdB|/10)-8｝×Vr
　上記数式１２に示す目標相対減速度dVrdt_ssdcは、現在の車間距離Dに留めるための相
対減速度の目標値を表している。従って、この目標相対減速度dVrdt_ssdcとなるように自
車両を減速する減速制御を実行することで、現在の接近離間状態評価指標KdBを維持（言
い換えれば、略現在の車間距離Dを維持）することが可能となる。
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【００９０】
　請求項４５に記載のように、目標相対減速度算出手段は、目標相対減速度dVrdt_ssdcに
対して１以下の正の値を示す第１のゲインを乗じ、
制御手段は、第１のゲインを乗じた目標相対減速度dVrdt_ssdcを用いて、減速制御を実行
することが好ましい。
【００９１】
　第１のゲインgain1を乗じた目標相対減速度dVrdt_ssdcは次式で表される。
【００９２】
　（数１３）
　dVrdt_ssdc＝gain1×7.5×D2×10｛(|KdB|/10)-8｝×Vr
　上記数式１３中の第１のゲインgain1の値を1とすることで、その時の目標相対減速度dV
rdt_ssdcとなるように減速制御を行えば現在の接近離間状態評価指標KdBを維持（言い換
えれば、略現在の車間距離Dを維持）することができる。これに対し、第１のゲインgain1
の値を1未満の正の値とすることで、その時の目標相対減速度dVrdt_ssdcとなるように減
速制御を行えば、現在の車間距離Dよりも短い車間距離にすることが可能となる。
【００９３】
　ここで、第１のゲインgain1の範囲について考えてみる。停止中の先行車両に速度Vs0(
＝Vr)で接近中の自車両が一定の減速度GGで減速を開始したとき、先行車両に接触する位
置で自車両が停止するまでの走行距離DDは次式で表される。
【００９４】
　（数１４）
　DD＝Vr2／2×GG
　ここで、先行車両に接触する位置で自車両が停止するときの減速度GGと、現在の接近離
間状態評価指標KdBを維持（言い換えれば、略現在の車間距離Dを維持）するための目標相
対減速度dVrdt_ssdc（第１のゲインgain1=1）との比を求める。
【００９５】
　（数１５）
　GG/dVrdt_ssdc＝(Vr2／2×DD)/(gain1×7.5×D2×10｛(|KdB|/10)-8｝×Vr)＝Vr/(15×
D3×10｛(|KdB|/10)-8｝)
　上記数式１５中の相対速度Vrに上記数式１１を代入すると次式を得る。
【００９６】
　（数１６）
　GG/dVrdt_ssdc＝(2.5×D3×10｛(|KdB|/10)-8｝)/(15×D3×10｛(|KdB|/10)-8｝)＝2.5
/15≒0.167
　よって、第１のゲインgain1を0.167とすることで、先行車両に接触する位置で相対速度
Vr=0となる目標相対減速度dVrdt_ssdcとすることができ、その目標相対減速度dVrdt_ssdc
となるように減速制御を行えば車間距離D=0を維持することが可能となる。以上から、第
１のゲインgain1は、0.167から1.000までの範囲となる。
【００９７】
　請求項４６に記載の運転支援システムによれば、車間距離Dが自車両の速度に応じた値
を示す安全車間距離D_safetyよりも大きな値であるかどうかを判定する安全車間距離判定
手段と、
安全車間距離判定手段の判定結果に応じて、第１のゲインの値を変更する第１のゲイン変
更手段と、を備えることを特徴とする。
【００９８】
　例えば、車間距離Dが安全車間距離D_safetyよりも長い場合には、安全な車間距離が確
保されているため、第１のゲインgain1を0.167に変更する。一方、車間距離Dが安全車間
距離D_safetyよりも短い場合には、安全な車間距離が確保されていないため、第１のゲイ
ンgain1を0.167から1.000のまでの間の任意の値に変更する。これにより、安全車間距離
判定手段の判定結果に応じて、目標相対減速度dVrdt_ssdcを変更することができる。
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【００９９】
　なお、走行路面の状態によって安全な車間距離は異なる。従って、路面状態によって安
全車間距離D_safetyを補正するようにしてもよい。例えば、予め設定された車頭時間（車
頭時間とは、先行車両と自車両との現在の接近状態が継続した場合に何秒後に先行車両に
接触するかを示すもの。）に自車両の速度Vs0を乗じてものを安全車間距離D_safetyと定
義する場合には、路面状態によって車頭時間を補正することで、安全車間距離D_safetyを
補正するとよい。
【０１００】
　請求項４７に記載の運転支援システムのように、目標相対減速度算出手段は、先行車両
と自車両との目標相対速度Vr_daを加味して目標相対減速度dVrdt_ssdcを算出することが
好ましい。目標相対速度Vr_daを加味した目標相対減速度dVrdt_ssdc（第１のゲインgain1
=1.000の場合）の算出式は、以下のように表される。
【０１０１】
　（数１７）
　dVrdt_ssdc＝7.5×D2×10｛(|KdB|/10)-8｝×(Vr-Vr_da)
　ここで、目標相対速度Vr_da=0とした場合、その時の目標相対減速度dVrdt_ssdcとなる
ように減速制御を実行することで、上述したように、現在の車間距離Dを維持することが
できる。
【０１０２】
　これに対し、目標相対速度Vr_daが負（Vr_da<0）の場合、目標相対減速度dVrdt_ssdcは
目標相対速度Vr_da=0とした場合に比べて小さな値となるから、その時の目標相対減速度d
Vrdt_ssdcとなるように減速制御を実行することで、現在の相対速度Vrから目標相対速度V
r_daとなるまで減速することができる。
【０１０３】
　一方、目標相対速度Vr_daが正（>0）の場合、目標相対減速度dVrdt_ssdcは目標相対速
度Vr_da=0とした場合に比べて大きな値となるから、その時の目標相対減速度dVrdt_ssdc
となるように減速制御を実行することで、現在の相対速度Vrから離間状態の目標相対速度
Vr_daとなるまで減速することができる。
【０１０４】
　請求項４８に記載のように、目標相対減速度算出手段は、目標相対減速度dVrdt_ssdcに
対して、先行車両の速度から決定される１以下の正の値を示す第２のゲインを乗じ、
制御手段は、第２のゲインを乗じた目標相対減速度dVrdt_ssdcを用いて、減速制御を実行
することが好ましい。
【０１０５】
　先行車両が急ブレーキをする場合、先行車両が高い速度であるほど自車両の危険性が高
まるため、自車両のドライバは、先行車両の速度が高いほど高い減速度を自車両に発生さ
せる傾向にある。そこで、次式に示すように、第１のゲインとともに第２のゲインgain2
を乗じた目標相対減速度dVrdt_ssdcを算出する。
【０１０６】
　（数１８）
　dVrdt_ssdc＝gain2×{gain1×7.5×D2×10｛(|KdB|/10)-8｝×(Vr-Vr_da)}
　上記数式１８において、例えば、先行車両の速度Vb＝50[km/h]未満でgain2=0.5とし、
先行車両の速度Vb＝50[km/h]以上でgain2=1.0とすることで、ドライバ自身の減速操作に
よって発生する減速度に目標相対減速度dVrdt_ssdcを合わせることが可能となる。
【０１０７】
　請求項４９に記載の運転支援システムは、自車両の常用減速度、車間距離D、及び相対
速度Vrから減速制御の実行タイミングの指標を表す減速目標KdB_ssdcを算出する減速目標
算出手段と、
接近離間状態評価指標KdBが減速目標KdB_ssdcを上回る値であるかどうかを判定する減速
目標判定手段と、を備え、
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制御手段は、減速目標判定手段によって接近離間状態評価指標KdBが減速目標KdB_ssdcを
上回る値であると判定された場合に、減速制御の実行を開始することを特徴とする。
【０１０８】
　ドライバの減速操作によって発生する自車両の常用減速度をndとすると、減速目標KdB_
ssdcは、上記数式１３から次式を得る。
【０１０９】
　（数１９）
　nd＝gain1×7.5×D2×10｛(|KdB_ssdc|/10)-8｝×Vr
　上記数式を変形すると次式を得る。
【０１１０】
　（数２０）
　10｛(|KdB_ssdc|/10)-8｝＝nd/gain1×7.5×D2×Vr
　上記数式を対数で示すと次式を得る。
【０１１１】
　（数２１）
　|KdB_ssdc|＝{log(|nd/(gain1×7.5×D2×Vr)|)+8}×10
　このように、ドライバの減速操作によって発生する常用減速度ndから減速目標KdB_ssdc
を算出し、接近離間状態評価指標KdBが減速目標KdB_ssdcを上回る場合に減速制御の実行
を開始することで、その実行開始タイミングをドライバが常用減速度ndを発生させるとき
の減速操作のタイミングに合わせることができる。なお、上記数式２１における第１のga
in1については、0.167から1.000の範囲内で変更するようにしてもよい。
【０１１２】
　請求項５０に記載のように、減速目標算出手段は、減速目標KdB_ssdcに対して先行車両
の速度から決定される１以下の正の値を示す第３のゲインを乗じることで、最終的な減速
目標KdB_ssdcを算出することが好ましい。
【０１１３】
　上述したように、先行車両が急ブレーキをする場合、先行車両が高い速度であるほど自
車両の危険性が高まる。このように危険性が高い場合、自車両のドライバは、先行車両の
速度が高いほどブレーキ操作を早めに行う傾向にある。そこで、このようなドライバの傾
向を反映させるため、次式に示すように、１以下の正の値を示す第３のゲインgain3を乗
じた減速目標KdB_ssdcを算出する。
【０１１４】
　（数２２）
　|KdB_ssdc|＝gain3×{log(|nd/(gain1×7.5×D2×Vr)|)+8}×10
　この第３のゲインgain3を乗じることで、減速目標KdB_ssdcの示す値は小さくなるから
、接近離間状態評価指標KdBが減速目標KdB_ssdcに到達するのが早まることになる。従っ
て、例えば、先行車両の速度Vb＝0[km/h]でgain3=1.00とし、先行車両の速度Vbが高くな
るほどgain3の値を小さな値とする（例えば、先行車両の速度Vb＝100[km/h]であるときに
gain3=0.95）とし、この第３のゲインgain3を乗じて最終的な減速目標KdB_ssdcを算出す
る。これにより、減速制御の実行タイミングを早めることができ、ドライバの傾向を反映
させることが可能となる。
【０１１５】
　請求項５１に記載の運転支援システムによれば、減速目標算出手段は、減速目標KdB_ss
dcに基づいて、減速制御の終了タイミングの指標を表す減速目標KdB_ssdc_hysを算出し、
減速目標判定手段は、接近離間状態評価指標KdBが減速目標KdB_ssdc_hysを下回る値であ
るかどうかを判定し、
制御手段は、減速制御の実行中に、減速目標判定手段によって接近離間状態評価指標KdB
が減速目標KdB_ssdc_hysを下回る値であると判定された場合に、減速制御の実行を終了す
ることを特徴とする。
【０１１６】
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　例えば、減速目標KdB_ssdcに対し-3[dB]から-6[dB]程度下回る値を示す減速目標KdB_ss
dc_hysを算出し、減速制御の実行中に、接近離間状態評価指標KdBが減速目標KdB_ssdc_hy
sを下回った場合に減速制御の実行を終了させる。これにより、減速制御のハンチングを
抑えることができる。
【０１１７】
　請求項５２に記載の運転支援システムによれば、減速目標算出手段は、エンジンブレー
キ相当の減速度を示すエンジンブレーキ常用減速度、及びエンジンブレーキ常用減速度よ
りも大きな減速度であって、ブレーキアクチュエータによって発生する主ブレーキ相当の
減速度を示す主ブレーキ常用減速度から、エンジンブレーキによる減速制御の実行タイミ
ングの指標を表す減速目標KdB_ssdc_engineと、ブレーキアクチュエータによる減速制御
の実行タイミングの指標を表す減速目標KdB_ssdc_brakeとを算出し、
減速目標判定手段は、接近離間状態評価指標KdBが減速目標KdB_ssdc_engine、及び減速目
標KdB_ssdc_brakeを上回る値であるかどうかを判定し、
制御手段は、減速目標判定手段によって接近離間状態評価指標KdBが減速目標KdB_ssdc_en
gine、及び減速目標KdB_ssdc_brakeの少なくとも一方を上回る値であると判定された場合
に、減速制御の実行を開始することを特徴とする。
【０１１８】
　これにより、例えば、接近離間状態評価指標KdBが減速目標KdB_ssdc_engineを上回る場
合に減速制御の実行を開始することで、その実行開始タイミングをエンジンブレーキ常用
減速度nd_engineを発生させるときの減速操作のタイミングに合わせることができる。ま
た、例えば、接近離間状態評価指標KdBが減速目標KdB_ssdc_brakeを上回る場合に減速制
御の実行を開始することで、その実行開始タイミングを主ブレーキ常用減速度nd_brakeを
発生させるときの減速操作のタイミングに合わせることができる。
【０１１９】
　請求項５３に記載の運転支援システムによれば、車間距離D及び相対速度Vrから算出さ
れる現在の車頭時間TTCが予め設定された車頭時間TTC_onを下回る値であるかどうかを判
定する車頭時間判定手段を備え、
制御手段は、減速目標判定手段によって接近離間状態評価指標KdBが減速目標KdB_ssdcを
上回る値であると判定され、かつ、車頭時間判定手段によって現在の車頭時間TTCが予め
設定された車頭時間TTC_onを下回る値であると判定された場合に、減速制御の実行を開始
することを特徴とする。
【０１２０】
　例えば、車間距離Dが５０ｍ程度以下の場合には、接近離間状態評価指標KdBが減速目標
KdB_ssdcを上回ったタイミングで減速制御の実行を開始することで、ドライバ自身がブレ
ーキ操作を行うときのタイミングに合わせることができる。しかしながら、車間距離Dが
５０ｍ程度以上の場合、自車両のドライバは、車間距離Dが５０ｍ程度以下の場合に比べ
て先行車両の面積変化に対する認識度が低下する。そのため、先行車両の面積変化の度合
いと対応関係にある接近離間状態評価指標KdBのみに基づいて減速制御の実行を開始する
と、ドライバは、ドライバ自身がブレーキ操作を行うときのタイミングよりも早く減速し
始めたように感じる。
【０１２１】
　そこで、上述したように、接近離間状態評価指標KdBが減速目標KdB_ssdcを上回る値で
あると判定され、かつ、現在の車頭時間TTCが予め設定された車頭時間TTC_onを下回る値
であると判定された場合に、減速制御の実行を開始する。これにより、減速制御の実行の
開始タイミングをドライバ自身がブレーキ操作を行うときのタイミングと合わせることが
できる。
【０１２２】
　請求項５４に記載の運転支援システムは、自車両の進行方向に存在する先行車両と自車
両との接近状態及び離間状態の評価指標を表し、自車両のドライバからみた先行車両の像
の面積の単位時間当たりの変化度合いに基づいて求められ、先行車両との距離が短くなる
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ほど増加勾配が急峻になる接近離間状態評価指標であって、自車両が加速する場合の目標
とすべき加速時接近離間状態評価指標KdB_aaを設定する加速時接近離間状態評価指標設定
手段と、
先行車両と自車両との車間距離D、先行車両と自車両との相対速度Vr、及び加速時接近離
間状態評価指標KdB_aaから、自車両と先行車両との目標相対加速度dVrdt_aaを算出する目
標相対加速度算出手段と、
相対加速度が目標相対加速度dVrdt_aaとなるように、自車両を加速する加速制御を実行す
る制御手段と、を備えることを特徴とする。
【０１２３】
　上記数式１２中の接近離間状態評価指標KdBに替えて加速時接近離間状態評価指標KdB_a
aを設定することで、目標相対加速度dVrdt_aaを次式により算出することができる。
【０１２４】
　（数２３）
　dVrdt_aa＝7.5×D2×10｛(|KdB_aa|/10)-8｝×Vr
　この目標相対加速度dVrdt_aaは、現在の車間距離Dに留める（先行車両との車間距離Dを
維持する）ための相対加速度の目標値を表しているから、この目標相対減速度dVrdt_ssdc
となるように加速制御を実行すれば、先行車両に追従して走行することが可能となる。
【０１２５】
　請求項５５に記載のように、目標相対加速度算出手段は、先行車両と自車両との目標相
対速度Vr_aaを加味して目標相対加速度dVrdt_aaを算出するとよい。目標相対速度Vr_aaを
加味した目標相対加速度dVrdt_aaの算出式は、以下のように表される。
【０１２６】
　（数２４）
　dVrdt_aa＝7.5×D2×10｛(|KdB_aa|/10)-8｝×(Vr-Vr_aa)
　ここで、目標相対速度Vr_aa=0とした場合、その時の目標相対加速度dVrdt_aaとなるよ
うに加速制御を実行することで、現在の車間距離Dを維持しつつ先行車両に追従して走行
することが可能となる。
【０１２７】
　これに対し、目標相対速度Vr_aaが負（Vr_aa<0）の場合、目標相対加速度dVrdt_aaは目
標相対速度Vr_aa=0とした場合に比べて大きな値となるから、その時の目標相対減速度dVr
dt_aaとなるように加速制御を実行することで、現在の相対速度Vrから接近状態の目標相
対速度Vr_aaとなるまで加速することができる。
【０１２８】
　一方、目標相対速度Vr_aaが正（Vr_aa>0）の場合、目標相対加速度dVrdt_aaは目標相対
速度Vr_aa=0とした場合に比べて小さな値となるから、その時の目標相対加速度dVrdt_aa
となるように加速制御を実行することで、現在の相対速度Vrから目標相対速度Vr_aaとな
るまで加速することができる。
【０１２９】
　請求項５６に記載の運転支援システムによれば、目標相対加速度算出手段は、目標相対
加速度dVrdt_aaに対して１以下の正の値を示す第４のゲインを乗じ、
制御手段は、第４のゲインを乗じた目標相対加速度dVrdt_aaを用いて、加速制御を実行す
ることを特徴とする。
【０１３０】
　第４のゲインgain4を乗じた目標相対加速度dVrdt_aaは次式で表される。
【０１３１】
　（数２５）
　dVrdt_aa＝gain4×{7.5×D2×10｛(|KdB_aa|/10)-8｝×(Vr-Vr_aa)}
　上記数式２５中の第４のゲインgain4の値を1とすることで、その時の目標相対加速度dV
rdt_aaとなるように加速制御を行えば現在の車間距離Dを維持しつつ先行車両に追従して
走行することが可能となる。これに対し、第４のゲインgain4の値を1未満の正の値とする
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ことで目標相対加速度dVrdt_aaは小さな値を示すことから、この目標相対加速度dVrdt_aa
となるように加速制御を行えば、車間距離を大きくしながら自車両を加速することができ
る。
【０１３２】
　請求項５７に記載のように、車間距離Dが自車両の速度に応じた値を示す安全車間距離D
_safetyよりも小さな値であるかどうかを判定する安全車間距離判定手段を備えることが
好ましい。これにより、安全車間距離Dが確保されているかどうか把握できるようになる
。
【０１３３】
　請求項５８に記載のように、安全車間距離判定手段によって車間距離Dが安全車間距離D
_safetyよりも小さな値であると判定された場合、第４のゲインの値を１に変更する第４
のゲイン変更手段を備えることが好ましい。これにより、車間距離Dが現在の車間距離Dよ
りも短くならないようにすることができる。
【０１３４】
　請求項５９に記載のように、制御手段は、安全車間距離判定手段によって車間距離Dが
安全車間距離D_safetyよりも小さな値であると判定された場合、加速制御の実行を禁止す
ることが好ましい。これにより、自車両が加速して先行車両により接近しないようにする
ことができる。なお、目標相対加速度dVrdt_aaをゼロ（dVrdt_aa=0）とした場合にも、自
車両を加速させないことができる。
【０１３５】
　請求項６０に記載のように、安全車間距離判定手段によって車間距離Dが安全車間距離D
_safetyよりも小さな値であると判定された場合、自車両を加速させるための運転操作の
介入を禁止するオーバーライド禁止手段を備えることが好ましい。これにより、車間距離
が十分に確保されていない場合に、ドライバの運転操作によって自車両が加速し先行車両
により接近しないようにすることができる。
【０１３６】
　請求項６１に記載の運転支援システムは、先行車両と自車両との接近状態及び離間状態
の評価指標を表す接近離間状態評価指標KdBを算出する接近離間状態評価指標算出手段と
、自車両の常用減速度、車間距離D、及び相対速度Vrから減速制御の実行タイミングの指
標を表す減速目標KdB_ssdcを算出する減速目標算出手段と、
接近離間状態評価指標KdBが減速目標KdB_ssdcを上回る値であるかどうかを判定する減速
目標判定手段と、を備え、
制御手段は、減速目標判定手段によって接近離間状態評価指標KdBが減速目標KdB_ssdcを
下回る値であると判定された場合に、加速制御の実行を開始することを特徴とする。
【０１３７】
　これにより、減速制御を実行する必要のないタイミングで自車両を加速する加速制御を
実行することができる。
【０１３８】
　請求項６２に記載の運転支援システムは、自車両の進行方向に存在する先行車両と自車
両との接近状態及び離間状態の評価指標として、自車両のドライバからみた先行車両の像
の面積の単位時間当たりの変化度合いに基づいて求められ、先行車両との距離が短くなる
ほど増加勾配が急峻になる接近離間状態評価指標KdBを算出する接近離間状態評価指標算
出手段と、
自車両の常用減速度、車間距離D、及び相対速度Vrから減速制御の実行タイミングの指標
を表す減速目標KdB_ssdcを算出する減速目標算出手段と、
接近離間状態評価指標KdBが減速目標KdB_ssdcを上回る値であるかどうかを判定する減速
目標判定手段と、
減速目標判定手段によって接近離間状態評価指標KdBが減速目標KdB_ssdcを上回る値であ
ると判定された場合に自車両を減速する減速制御の実行を開始し、接近離間状態評価指標
KdBが減速目標KdB_ssdcを下回る値であると判定された場合に自車両を加速する加速制御
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の実行を開始する制御手段と、を備えることを特徴とする。
【０１３９】
　このように、例えば、ドライバの減速操作によって発生する常用減速度から減速目標Kd
B_ssdcを算出し、接近離間状態評価指標KdBが減速目標KdB_ssdcを上回る場合に減速制御
の実行を開始することで、その実行開始タイミングをドライバが常用減速度を発生させる
ときの減速操作のタイミングに合わせることができる。また、接近離間状態評価指標KdB
が減速目標KdB_ssdcを下回る場合に加速制御の実行を開始することで、減速制御を実行す
る必要のないタイミングで自車両を加速させることができる。
【０１４０】
　請求項６３～請求項７８に記載の運転支援システムの作用効果は、請求項４７～請求項
６４に記載の運転支援システムの作用効果と同様であるため、その説明を省略する。
【０１４１】
　請求項７９に記載のように、接近離間状態評価指標算出手段は、車間距離をDとし、相
対速度をVrとすると、次式により接近離間状態評価指標KdBを算出する。
【０１４２】
　（数２６）KdB=10×log{|-2×Vr|/( D3×5×10-8)}
　上述した先行車両の面積変化の度合いを示すドライバ状態係数Kは、先行車両と自車両
との接近状態及び離間状態の評価指標として用いることができる。従って、ドライバ状態
係数Kを表す数式５を定数倍したものを対数（デシベル[dB]）で示し、さらに定数倍する
と上記数式２６が得られる。
【発明を実施するための形態】
【０１４３】
　以下、本発明の実施形態について図面を用いて説明する。なお、本実施形態は、本発明
のドライバ状態検出装置、及び車載警報装置を運転支援システムに適用した場合について
説明するものである。
【図面の簡単な説明】
【０１４４】
【図１】第１の実施形態に係わる、運転支援システムの全体構成を示すブロック図である
。
【図２】自車両のドライバからみた先行車両の像の面積Sの変化度合いdS/dtを示すドライ
バ状態係数Kを説明するための図である。
【図３】ドライバ状態係数Kの符号を説明するための図である。
【図４】ドライバ状態係数Kとドライバの運転状態との対応を示す図である。
【図５】SDC_ECU１００のドライバ状態係数K演算部１１０、SDC制御部１６０、TTC制御部
１７０、CC制御部１８０、目標制動力算出部１９０ａ、及び目標駆動力算出部１９０ｂの
各機能を示した制御モデルの図である。
【図６】先行車両と自車両とが近づく場合における、ドライバ状態係数K、車間距離D、自
車両の車速Vs0、先行車両の車速Vb、SDC制御部１６０による減速制御、及びドライバの運
転操作のタイムチャートを示す。
【図７】（ａ）は、アクセル操作の開始から一定時間(t1)経過後に減速制御の実行を中止
する場合を説明するための図であり、（ｂ）は、アクセル操作の開始から一定時間(t1)経
過後に、エンジンブレーキによる減速制御のみ実行する場合を説明するための図である。
【図８】（ａ）は、ドライバのブレーキ操作が行われずに先行車両と自車両とが近づく状
況において、自車両に発生する減速度が段階的に高くなる場合を示した図であり、（ｂ）
は、一定時間(t2)経過した後、自車両に発生する減速度を段階的に高くすることなく、そ
の減速度を継続して発生するようにした場合を示した図である。
【図９】警報発生フラグのOn条件とOff条件を示す図である。
【図１０】第１の実施形態に係わる、運転支援システムの動作の流れを示すフローチャー
トである。
【図１１】第２の実施形態に係わる、ドライバ状態係数Kの絶対値の大きさに応じて警報
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対象範囲の広さを変更した場合のイメージを示した図である。
【図１２】第３の実施形態に係わる、運転支援システムの全体構成を示すブロック図であ
る。
【図１３】SSDC_ECU１００ａのドライバ状態係数K[dB]演算部１１０ａ、SSDC制御部１６
０ａの各機能を示した制御モデルの図である。
【図１４】現在のドライバ状態係数K_p[dB]と目標ドライバ状態係数K_t[dB]とから決定さ
れるドライバ状態変数K_f[dB]を説明するための図である。
【図１５】（ａ）、（ｂ）は、SSDC制御における開始／終了条件を示す図である。
【図１６】（ａ）、（ｂ）は、CC制御における開始／終了条件を示す図である。
【図１７】（ａ）、（ｂ）は、目標加減速度(dVs0/dt)_tに加えられる制限を説明するた
めの図である。
【図１８】第３の実施形態に係わる、運転支援システムの動作の流れを示すフローチャー
トである。
【図１９】第４の実施形態に係わる、運転支援システムの全体構成を示すブロック図であ
る。
【図２０】SSDC_ECU１００ｂの機能ブロック図である。
【図２１】安全車間距離D_safetyの一例を示す図である。
【図２２】現在の接近車間状態評価係数KdB_p、減速目標KdB_ssdc_engine、減速目標KdB_
ssdc_brake、減速目標KdB_ssdc_engine_hys、及び減速目標KdB_ssdc_brake_hysを示す図
である。
【図２３】第３のゲインgain3の一例を示す図である。
【図２４】車頭時間TTCに基づいて減速制御の実行を開始するかどうかの判断を説明する
ための図である。
【図２５】第２のゲインgain2の一例を示す図である。
【図２６】第４の実施形態に係わる、運転支援システムの動作の流れを示すフローチャー
トである。
【図２７】（ａ）は、ケースNo.１～３の数値シミュレーションにおける設定条件を示す
図であり、（ｂ）は、ケースNo.４～６の数値シミュレーションにおける設定条件を示す
図である。
【図２８】ケースNo.１における数値シミュレーション結果を示す図である。
【図２９】ケースNo.２における数値シミュレーション結果を示す図である。
【図３０】ケースNo.３における数値シミュレーション結果を示す図である。
【図３１】ケースNo.４における数値シミュレーション結果を示す図である。
【図３２】ケースNo.５における数値シミュレーション結果を示す図である。
【図３３】ケースNo.６における数値シミュレーション結果を示す図である。
【０１４５】
　（第１の実施形態）
　図１に、本実施形態の運転支援システムの全体構成を示す。同図に示すように、本運転
支援システムは、VSC_ECU１０、舵角センサ２０、Gセンサ３０、ヨーレートセンサ４０、
ENG_ECU５０、警報装置６０、レーザレーダ７０、操作SW８０、及びSDC_ECU１００によっ
て構成される。
【０１４６】
　VSC_ECU１０は、自車両に制動力を印加するブレーキアクチュエータ（図示せず）を制
御するもので、自車両の横滑りを抑制するVSC（Vehicle Stability Control、登録商標）
の制御機能を備える。このVSC_ECU１０は、車内LANから目標制動力の情報を受信し、この
目標制動力が発生するように、ブレーキアクチュエータを制御する。また、VSC_ECU１０
は、自車両の車速Vs0、及びブレーキ圧力の情報を車内LANに送信する。舵角センサ２０は
、自車両のステアリングの操舵角の情報を検出するセンサであり、検出した操舵角の情報
を車内LANに送信する。
【０１４７】
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　Gセンサ３０は、自車両の前後方向に発生する加速度（前後加速度）を検出する加速度
センサであり、検出した前後加速度の情報を車内LANに送信する。ヨーレートセンサ４０
は、自車両の鉛直方向まわりの角速度（ヨーレート）を検出するセンサであり、検出した
ヨーレートの情報を車内LANに送信する。
【０１４８】
　ECG_ECU５０は、車内LANから目標駆動力の情報を受信し、目標駆動力を発生するように
、図示しないスロットルアクチュエータを制御する。警報装置６０は、モニタやスピーカ
等で構成され、車内LANから警報指令の情報を受信して、この受信した警報指令に基づく
警報を発生する。
【０１４９】
　レーザレーダ７０は、レーザ光を自車両前方の所定範囲に照射し、その反射光を受信し
て、自車両前方に存在する先行車両との車間距離D、相対速度Vr、自車両の左右方向の中
心軸と先行車両の左右方向の中心軸とのズレ量（横ずれ量）等を検出し、SDC_ECU１００
へ出力する。なお、本実施形態においては、相対速度Vrの符号として、先行車両と自車両
とが近づく場合を負(-)、先行車両と自車両とが遠ざかる場合を正(+)と定義する。
【０１５０】
　従って、例えば、図２に示すように、先行車両の車速Vbよりも自車両の車速Vs0が高い
場合、先行車両と自車両とが近づくため、相対速度Vrの符号は負(-)で示され、一方、先
行車両の車速Vbよりも自車両の車速Vs0が低い場合、先行車両と自車両とが遠ざかるため
、相対速度Vrの符号は正(+)で示される。
【０１５１】
　操作SW８０は、ドライバが操作するスイッチ群であり、スイッチ群の操作情報はSDC_EC
U１００へ出力される。SDC_ECU１００は、ドライバ状態係数演算部１１０、TTC警報判定
部１２０、K警報判定部１３０、D警報判定部１４０、総合警報判定部１５０、SDC制御部
１６０、TTC制御部１７０、CC制御部１８０、目標制動力算出部１９０ａ、目標駆動力算
出部１９０ｂの各機能で構成される。
【０１５２】
　SDC_ECU１００は、主にマイクロコンピュータとして構成され、何れも周知のCPU、ROM
、RAM、I/O、及びこれらを接続するバスによって構成される。このSDC_ECU１００は、自
車両が先行車両に追従して走行する場合、基本的には、自車両のドライバの運転操作によ
って自車両を運行させ、ドライバが運転に適さない状態に陥りつつある場合に、自車両が
先行車両と安全な車間距離を維持して走行するように、ドライバの運転操作を支援するた
めの制御（安全車間距離維持制御、Safety Distance Control、SDC）を実行する。
【０１５３】
　ドライバ状態係数演算部１１０は、自車両の進行方向に先行車両が存在する場合に、自
車両のドライバからみた先行車両の像の大きさの変化度合いであるドライバ状態係数Kを
演算する。ここで、ドライバ状態係数Kからドライバの運転状態が検出可能である点につ
いて説明する。
【０１５４】
　例えば、自車両が先行車両に近づく場合、自車両のドライバは、先行車両の存在を認識
することができれば、ドライバ固有のブレーキ開始タイミングでブレーキ操作を開始し、
自車両を減速させながら先行車両に接近する。一方、自車両のドライバが居眠り運転、脇
見運転、漫然運転等の運転状態である場合、先行車両の存在が認識することが困難である
ため、ドライバ固有のブレーキ開始タイミングになったとしてもブレーキ操作を開始せず
、自車両を減速させることなく、先行車両に接近する。
【０１５５】
　ところで、自車両が先行車両に近づく場面において、自車両のドライバは、通常、先行
車両への接近（先行車両との車間距離の変化）を先行車両の像の大きさ（面積）の変化か
ら認識する。そして、自車両のドライバは、先行車両の存在を認識した場合、上述したよ
うに、自車両を減速させながら先行車両に接近するため、この接近中のドライバからみた
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先行車両の像の大きさの変化度合いであるドライバ状態係数Kは小さい値を示す。一方、
自車両のドライバが先行車両の存在を認識することが困難な場合、上述したように、自車
両を減速させることなく先行車両に接近するため、この接近中のドライバ状態係数Kは大
きい値を示す。よって、ドライバ状態係数Kから先行車両に対するドライバの運転状態を
検出することができる。
【０１５６】
　また、ドライバが先行車両の存在を認識した場合であっても、上述した判断過程や行動
過程が適切に行われない場合、すなわち、ブレーキ開始タイミングの判断が不適切であっ
たり、ブレーキ操作が不適切であったりした場合、その結果として、ドライバ状態係数K
が大きい値を示すこともある。よって、ドライバ状態係数Kに基づいて、認識過程のみな
らず、判断過程や操作過程まで含めたドライバの運転状態を総合的に検出することが可能
となる。
【０１５７】
　このドライバ状態係数演算部１１０は、レーザレーダ７０から出力された車間距離の情
報に基づいて、ドライバ状態係数Kを演算する。すなわち、車間距離をDとし、車間距離の
単位時間当たり変化をdD/dtとすると、次式によりドライバ状態係数であるKを算出する。
【０１５８】
　（数２７）
　K=(-2/ D3)×(dD/dt)
　ここで、上記数式によって、ドライバ状態係数Kが算出できる点について説明する。図
２に示すように、先行車両の実際の高さをH0、幅をW0、面積をS0 (=W0×H0)とし、自車両
のドライバの目（網膜上）に映る先行車両の像の高さをH、幅をW、面積をS(=W×H)とし、
さらに、ドライバの目（水晶体）から先行車両までの距離をD（便宜上、先行車両と自車
両との車間距離D0と等しいとする）、ドライバの目の焦点距離をfとした場合、先行車両
の像の面積Sは、次式で示される。
【０１５９】
　（数２８）
　S=W×H= W0×H0×(f/D)2

　ここで、単位時間当たりの先行車両の像の面積Sの変化度合いdS/dtは、次式で示される
。なお、次式中の記号「∝」は比例関係にあることを示している。
【０１６０】
　（数２９）
　dS/dt=d(W×H)/dt∝d(f/D)2/dt∝d(1/ D2)/dt
　上記数式を距離Dで偏微分すると、次式を得る。
【０１６１】
　（数３０）
　dS/dt∝d(1/ D2)/dt=(-2/ D3)×(dD/dt)
　従って、先行車両と自車両との車間距離Dと、車間距離の単位時間当たりの変化dD/dtと
から、先行車両の像の面積Sの変化度合いdS/dtを示すドライバ状態係数Kを算出すること
ができる。
【０１６２】
　なお、車間距離Dの単位時間当たりの変化dD/dtは、先行車両と自車両との相対速度Vrと
等しい。従って、レーザレーダ７０から出力される車間距離Dと相対速度Vrとから、次式
によりドライバ状態係数Kを算出するようにしてもよい。
【０１６３】
　（数３１）
　K=(-2/ D3)×Vr
　また、ドライバ状態係数Kは、単位時間当たりの先行車両の像の面積Sの変化度合いdS/d
tを示すものであるため、カメラ等の撮像手段の撮影した先行車両の画像の単位時間当た
りの大きさの変化度合いと等しい。従って、カメラ等の撮像手段を備えて、その撮影した
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先行車両の画像の大きさの単位時間当たりの変化度合いから、ドライバ状態係数Kを算出
するようにしてもよい。
【０１６４】
　また、警報装置６０から、ドライバに対して、ドライバ状態係数演算部１１０の演算し
たドライバ状態係数の絶対値の大きさに応じたドライバの運転状態を報知するようにして
もよい。
【０１６５】
　例えば、自車両が先行車両に追従して走行する場合、運転に適した状態のドライバは、
先行車両と自車両との車間距離を一定の距離に保つように運転操作を行うことができるた
め、その車間距離の維持された状況におけるドライバ状態係数Kは、図３に示すように、S
ta1或いはSta2の範囲内で変化する。なお、図４に示すように、Sta1、Sta2におけるドラ
イバの運転状態は、適切或いは普通の運転状態を示す。
【０１６６】
　一方、運転に適さない状態のドライバは、先行車両と自車両との車間距離を一定の距離
に保つように運転操作を行うことができないため、その車間距離の維持されない状況にお
けるドライバ状態係数Kは、図３に示すように、Sta3以上の範囲で変化する。なお、図４
に示すように、Sta3～Sta5におけるドライバの運転状態は、不適切、非常に不適切、或い
は完全に不適切な運転状態を示す。
【０１６７】
　よって、図４の表に従って、ドライバ状態係数Kの絶対値の大きさに応じて、ドライバ
の運転状態（例えば、適切、普通、不適切、非常に不適切、完全に不適切の５段階）を報
知することができる。
【０１６８】
　TTC警報判定部１２０は、自車両の車速Vs0、及び車間距離Dとから自車両が先行車両に
衝突するまでの余裕時間を示す衝突余裕時間（Time To Collision、TTC=D/Vs0）を算出し
、この衝突余裕時間TTCが所定時間TTCTHを下回る(TTC＜TTCTH)場合に、総合警報判定部１
５０に対して、警報を発生する指令を出力する。これにより、衝突余裕時間に基づく警報
の発生が可能となる。
【０１６９】
　D警報判定部１４０は、ドライバが操作SW８０を操作したときの車間距離に基づいて、
自車両の車速Vs0に応じた先行車両と自車両との目標車間距離を算出し、車間距離Dが目標
車間距離を下回った場合に、総合警報判定部１５０に対して、警報を発生する指令を出力
する。これにより、先行車両と自車両との車間距離に基づく警報の発生が可能となる。
【０１７０】
　K警報判定部１３０は、ドライバ状態係数Kの（絶対値の）大きさに基づいて、自車両の
ドライバに対して警報を発生すべきか否かを判定する。図３及び図４に示したように、自
車両が先行車両に追従して走行する場合、運転に適した状態のドライバのドライバ状態係
数Kは、Sta1或いはSta2の範囲内で変化し、運転に適さない状態のドライバのドライバ状
態係数Kは、Sta3以上の範囲で変化する。従って、ドライバ状態係数Kの（絶対値の）大き
さに基づいて、ドライバに対して警報を発生することで、例えば、運転に適さないドライ
バに対して警報することができる。
【０１７１】
　K警報判定部１３０では、具体的には、ドライバ状態係数Kの示す値と、ドライバ状態係
数の閾値とを比較して警報を発生すべきか否かを判定し、この判定の結果、警報を発生す
べきと判定した場合に警報を発生する指令を出力する。これにより、ドライバ状態係数K
の閾値に基づいて、警報を発生すべきか否かを判定することができる。
【０１７２】
　なお、K警報判定部１３０では、ドライバ状態係数Kが正の値を示す場合に警報を発生す
るようにしてもよい。すなわち、相対速度Vrの符号として、先行車両と自車両とが近づく
場合を負(-)、先行車両と自車両とが遠ざかる場合を正(+)と定義したが、この場合、ドラ
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イバ状態係数K=(-2/ D3)×Vrであるから、先行車両と自車両とが近づく場合、先行車両の
像の大きさが大きくなる変化を示し、そのときのドライバ状態係数Kは正の値を示す。一
方、先行車両と自車両とが遠ざかる場合、先行車両の像の大きさが小さくなる変化を示し
、そのときのドライバ状態係数Kは負の値を示す。図３は、先行車両と自車両とが近づく
場合、ドライバ状態係数Kは正の値を示し、先行車両と自車両とが遠ざかる場合、ドライ
バ状態係数Kは負の値を示す状況を示している。
【０１７３】
　このように、ドライバ状態係数Kが正の値を示す場合、先行車両と自車両とが近づく状
況が継続しているため、ドライバ状態係数Kが負の値を示す場合、すなわち、先行車両と
自車両とが遠ざかる状況が継続している場合に比べて自車両の危険性は高い。従って、ド
ライバ状態係数Kが正の値を示す場合に、ドライバ状態係数の値の大きさに基づいてドラ
イバに対して警報を発生することで、先行車両と自車両とが近づいている状況に限って警
報を発生することができる。
【０１７４】
　また、K警報判定部１３０におけるドライバ状態係数の閾値は、任意な値に変更可能で
あることが望ましい。これにより、自車両のドライバは、警報の発生を判定するためのド
ライバ状態の閾値を所望の閾値に変更することができる。
【０１７５】
　K警報判定部１３０では、警報を発生すべきか否かの判定を所定の周期で繰り返し行う
。そして、図９に示すように、警報を発生すべきと判定した回数が一定回数以上となった
場合、又は、警報を発生すべきと判定した時間が一定時間以上継続した場合に警報を発生
すべきと最終的に判定する。これにより、警報発生のハンチング現象を抑制することがで
きる。
【０１７６】
　また、図９に示すように、K警報判定部１３０では、警報を発生すべきと判定して警報
の発生を開始した後、警報を発生すべきでない判定した時間が一定時間(tE)以上継続した
場合に、警報の発生の中止を最終的に判定する。これにより、警報の発生を中止すること
ができる。なお、警報の発生の中止は、相対速度Vrが負から正に変化した場合に警報の発
生の中止を最終的に判定するようにしてもよい。
【０１７７】
　上述したように、先行車両と自車両との相対速度Vrは、先行車両と自車両とが近づく場
合に負(-)の符号で示され、先行車両と自車両とが遠ざかる場合に正(+)の符号で示される
。そして、相対速度Vrが負から正に変化した場合、先行車両と自車両とが近づく状況から
遠ざかる状況に変化したことになり、この状況の変化により自車両の危険性が低くなる。
従って、自車両の危険性が低くなった場合に、警報の発生の中止を最終的に判定すること
ができる。
【０１７８】
　総合警報判定部１５０は、TTC警報判定部１２０、K警報判定部１３０、D警報判定部１
４０の各判定結果に基づいて、警報装置６０から発生すべき警報の種類、内容等を判定し
、警報指令を車内LANに送信する。なお、総合警報判定部１５０は、K警報判定部１３０の
判定結果が警報を発生すべきとする場合、自車両のドライバに対して体感的な警報（警報
ブレーキ）を与えるようにしてもよい。例えば、VSC_ECU１０に警報ブレーキに対応する
目標制動力を送信し、VSC_ECU１０において、自車両に目標制動力が印加されるようにブ
レーキアクチュエータを制御する。これにより、自車両のドライバに対して体感的な警報
（警報ブレーキ）を与えることができる。
【０１７９】
　SDC制御部１６０は、自車両が先行車両に追従して走行する際、ドライバ状態係数Kの値
の大きさに基づいて、自車両を加速する加速制御、及び自車両を減速する減速制御を実行
する。すなわち、自車両が先行車両に追従して走行する場合、上述したように、運転に適
した状態のドライバは、先行車両と自車両との車間距離を一定の距離に保つように運転操
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作を行うことができるため、その車間距離の維持された状況におけるドライバ状態係数K
は、図３に示すように、Sta1或いはSta2の範囲内で変化する。
【０１８０】
　一方、運転に適さない状態のドライバは、先行車両と自車両との車間距離を一定の距離
に保つように運転操作を行うことができないため、その車間距離の維持されない状況にお
けるドライバ状態係数Kは、図３に示すように、Sta3以上の範囲で変化する。
【０１８１】
　本運転支援システムは、運転に適さない状態に陥りつつあるドライバの運転操作を支援
することを目的に、ドライバ状態係数Kの値の大きさに基づいて自車両を加減速する。こ
れにより、自車両が先行車両に追従して走行する場合の運転操作を支援することができる
。
【０１８２】
　SDC制御部１６０では、ドライバ状態係数Kが正の値を示す場合に減速制御を実行し、ド
ライバ状態係数Kが負の値を示す場合に加速制御を実行する。これにより、先行車両と自
車両とが近づく場合に減速制御を実行するため、自車両が先行車両に近づくのを抑制する
ことができる。一方、先行車両と自車両とが遠ざかる場合に加速制御が実行するため、自
車両が先行車両から遠ざかるのを抑制することができる。
【０１８３】
　図６に、先行車両と自車両とが近づく場合における、ドライバ状態係数K、車間距離D、
自車両の車速Vs0、先行車両の車速Vb、SDC制御部１６０による減速制御、及びドライバの
運転操作のタイムチャートを示す。同図に示すように、SDC制御部１６０では、ドライバ
状態係数Kに対して、エンジンブレーキ閾値(Keb)、ブレーキ閾値(Kmb)、警報ブレーキ閾
値(Kwb)を設定するとともに、この閾値が大きいほど、自車両に発生すべき減速度を高く
設定する。
【０１８４】
　図８（ａ）は、ドライバのブレーキ操作が行われずに先行車両と自車両とが近づく状況
において、自車両に発生する減速度を示している。このように、ドライバのブレーキ操作
が行われずに先行車両と自車両とが近づく状況においては、ドライバ状態係数Kが次第に
大きな値を示すようになるため、上記閾値が大きいほど、自車両に発生すべき減速度を高
く設定することで、自車両に発生する減速度を段階的に高くすることができる。これによ
り、減速制御において、ドライバ状態係数Kの値に対応した減速度で自車両を減速させる
ことができる。なお、同図（ａ）に示すように、一定時間(t2、t3)経過後に自車両に発生
する減速度を段階的に高くするようにしてもよい。
【０１８５】
　また、ドライバ状態係数Kがある閾値に到達し、その閾値に対応して設定された減速度
で減速している間にドライバによるブレーキ操作が介入した場合には、図８（ｂ）に示す
ように、一定時間(t2)経過した後であっても、自車両に発生する減速度を段階的に高くす
ることなく、その減速度を継続して発生するようにしてもよい。
【０１８６】
　なお、SDC制御部１６０では、加速制御や減速制御の実行中に自車両のドライバによる
アクセル操作やブレーキ操作が介入する場合であっても、加速制御や減速制御を継続して
実行する。これにより、自車両が先行車両に追従して走行する場合、基本的には自車両の
ドライバの運転操作によって自車両が運行され、ドライバが運転に適さない状態に陥りつ
つある場合に、ドライバの運転操作を支援することができる。
【０１８７】
　具体的には、図７（ａ）に示すように、減速制御の実行中に自車両を加速するアクセル
操作が行われた場合、このアクセル操作の開始から一定時間(t1)経過後に減速制御の実行
を中止する。これにより、例えば、自車両が先行車両を追い越す場面において、スムーズ
に先行車両を追い越すためにドライバがアクセル操作を行って自車両を加速する場合に、
減速制御を継続して実行しないようにすることができる。
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【０１８８】
　また、減速制御として、主ブレーキ（ブレーキアクチュエータの制御）による減速制御
、及びエンジンブレーキによる減速制御の少なくとも一方の制御を実行する場合には、図
７（ｂ）に示すように、減速制御の実行中に自車両を加速するアクセル操作が行われた場
合、このアクセル操作の開始から一定時間(t1)経過後に、エンジンブレーキによる減速制
御のみ実行するようにしてもよい。これにより、先行車両と自車両とが近づくにもかかわ
らずドライバが自車両を加速させるためのアクセル操作を行う場合に、主ブレーキによる
減速制御を継続して実行しないようにすることができる。
【０１８９】
　TTC制御部１７０は、自車両が先行車両に衝突するまでの余裕時間を示す衝突余裕時間T
TCが所定時間TTCTHを下回る(TTC＜TTCTH)場合に、自車両を減速する制御を実行する。こ
れにより、衝突余裕時間TTCに基づいて自車両を減速することができる。
【０１９０】
　CC制御部１８０は、自車両の進行方向に先行車両が存在しない場合（先行車両との車間
距離がレーザレーダ７０の検出可能な車間距離を超える場合）に、自車両の車速を一定の
車速に制御する。これにより、自車両が単独で走行する場合には、自車両の車速を一定の
車速に保つように支援することができる。
【０１９１】
　目標制動力算出部１９０ａ、及び目標駆動力算出部１９０ｂは、SDC制御部１６０にお
ける自車両に発生すべき加減速SDC(α)、TTC制御部１７０における自車両に発生すべき減
速度TTC(α)、CC制御部１８０における自車両に発生すべき加減速度CC(α)を踏まえて、
自車両に発生すべき目標制動力又は目標駆動力を算出し、車内LANへ送信する。
【０１９２】
　図５は、SDC_ECU100のドライバ状態係数演算部１１０、SDC制御部１６０、TTC制御部１
７０、CC制御部１８０、目標制動力算出部１９０ａ、及び目標駆動力算出部１９０ｂの各
機能を制御モデルで示したものである。同図に示すように、SDC制御部１６０、TTC制御部
１７０、CC制御部１８０の各制御部における加減速SDC(α)、TTC(α)、CC(α)は、車両運
動モデルに入力され、自車両に発生すべき目標制動力又は目標駆動力が算出される。そし
て、この目標制動力又は目標駆動力を車両運動モデルに入力することで、自車両の挙動を
示す加減速度(α)が出力される。
【０１９３】
　次に、本運転支援システムの動作について、図１０に示すフローチャートを用いて説明
する。先ず、同図に示すステップ（以下、Ｓと記す）１０では、車間距離D、自車両の車
速Vs0、相対速度Vr等の車両状態量を検出する。Ｓ２０では、ドライバ状態係数K、及び衝
突余裕時間TTCを算出する。Ｓ３０では、SDC(α)、TTC(α)、CC(α)を算出する。
【０１９４】
　Ｓ４０では、Ｓ３０において算出したSDC(α)、TTC(α)、CC(α)を踏まえて、自車両に
発生すべき目標制動力又は目標駆動力を算出する。Ｓ５０では、この算出した目標制動力
又は目標駆動力を車内LANに出力する。Ｓ６０では、TTC警報判定部１２０、K警報判定部
１３０、D警報判定部１４０の各判定結果に基づいて、警報装置６０から発生すべき警報
の種類、内容等を判定する。Ｓ７０では、Ｓ６０によって、警報を発生すべきと判定した
か否かを判定する。ここで、肯定判定される場合には、Ｓ８０において警報指令を車内LA
Nに出力し、否定判定される場合には、Ｓ１０へ処理を移行し、上述した処理を繰り返し
行う。
【０１９５】
　このように、本実施形態の運転支援システムは、自車両の進行方向に先行車両が存在す
る場合、ドライバからみた先行車両の像の大きさの変化度合いを示すドライバ状態係数K
を算出し、このドライバ状態係数Kからドライバの運転状態を検出する。そして、ドライ
バ状態係数Kの示す値の大きさに応じて、ドライバに対して警報を発生したり、ドライバ
の運転操作を支援したりする。
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【０１９６】
　（変形例１）
　本実施形態のSDC_ECU１００におけるK警報判定部１３０では、ドライバ状態係数Kが正
の値を示す場合に警報を発生するようにしてもよいと説明しているが、さらに、ドライバ
状態係数Kが負の値を示す場合にも警報を発生するようにしてもよい。
【０１９７】
　上述したように、ドライバ状態係数Kが正の値を示す場合、先行車両と自車両とが近づ
く状況が継続しているため、ドライバ状態係数Kが負の値を示す場合、すなわち、先行車
両と自車両とが遠ざかる状況が継続している場合に比べて自車両の危険性は高い。しかし
ながら、先行車両と自車両とが遠ざかる状況がドライバの意図的な運転操作によるもので
ない場合、すなわち、自車両のドライバが運転に適さない運転状態に陥ったために、上記
の状況となる場合も考えられる。従って、ドライバ状態係数が負の値を示す場合に警報を
発生することで、先行車両と自車両とが遠ざかる状況において警報を発生することができ
る。
【０１９８】
　なお、ドライバ状態係数が負の値を示す場合の警報としては、自車両に駆動力を印加し
て自車両を加速することにより警報を発生するようにしてもよい。これにより、自車両の
ドライバに対して体感的な警報を与えることができる。
【０１９９】
　（変形例２）
　本実施形態のSDC_ECU１００におけるSDC制御部１６０は、先行車両の存在に注目して加
速制御や減速制御を実行するものであるが、自車両の走行車線に隣接する隣接車線に対向
車両が存在する場合には、加速制御、及び減速制御の実行を中止するようにしてもよい。
これにより、例えば、レーザレーダ７０が対向車両を先行車両と誤って検出したとしても
、加速制御や減速制御を実行しないようにすることができる。
【０２００】
　（変形例３）
　本実施形態のSDC_ECU１００におけるSDC制御部１６０は、加速制御や減速制御の実行中
に自車両のドライバによるアクセル操作やブレーキ操作が介入する場合であっても、加速
制御や減速制御を継続して実行するものであるが、自車両のステアリングがドライバによ
って操作された場合には、減速制御の実行を中止するようにしてもよい。これにより、減
速中にドライバがステアリングを操作することで、車両の挙動が不安定な状態となるのを
防ぐことができる。
【０２０１】
　（第２の実施形態）
　第２の実施形態は、第１の実施形態によるものと共通するところが多いので、以下、共
通部分についての詳しい説明は省略し、異なる部分を重点的に説明する。第１の実施形態
の運転支援システムは、ドライバ状態係数Kの示す値の大きさに応じて、ドライバに対し
て警報を発生するものである。
【０２０２】
　これに対し、本実施形態の運転支援システムは、自車両前方の存在する物体を検出し、
この検出した物体が自車両の所定の警報対象範囲内に存在する場合にドライバに対して警
報を発生するものであり、ドライバ状態係数Kの示す絶対値の大きさに応じて、警報対象
範囲の広さを変更する。
【０２０３】
　例えば、覚醒度が高い（運転に適した状態の）ドライバは、視界が広い状態であるため
、自車両前方に存在する物体を幅広く認識することができる。これに対し、覚醒度が低い
（運転に適さない状態の）ドライバは、視界が狭い状態であるため、視界の中心（中心視
）から外れた周辺視に位置する物体を認識することができなくなる。そこで、例えば、図
１１に示すように、ドライバ状態係数Kの絶対値の大きさに応じて警報対象範囲の広さを
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変更し、この変更した警報対象範囲に物体が存在する場合に警報を発生させる。これによ
り、運転に適さない状態のドライバに対し、運転に適した状態であれば認識可能な物体の
存在を警報することができる。
【０２０４】
　この警報対象範囲の広さの変更は、ドライバ状態係数Kの絶対値が大きい程、自車両前
方における左右方向の広さが広くなるように変更し、ドライバ状態係数Kの絶対値が小さ
い程、自車両前方における左右方向の広さが狭くなるように変更するとよい。これにより
、例えば、覚醒度が低下して視界の狭くなった状態のドライバに対して、ドライバの認識
できない物体の存在を警報することができる。また、運転に適した状態のドライバに対し
て、認識可能な物体の存在を警報しないようにすることも可能となる。
【０２０５】
　なお、自車両前方の存在する物体を検出する手段としては、例えば、カメラ等の撮像手
段を採用すればよい。そして、この撮像手段の撮影した自車両前方の画像に所定の画像処
理を施し、テンプレートマッチング等の手法を用いて軽車両、歩行者、道路標識、及び信
号機の少なくとも１つの物体を検出するとよい。これにより、自車両の進路に進入する可
能性のある軽車両や歩行者を検出したり、運行上遵守すべき道路標識や信号機を検出した
りすることができる。
【０２０６】
　（第３の実施形態）
　図１２に、本実施形態の運転支援システムの全体構成を示す。同図に示すように、本運
転支援システムは、VSC_ECU１０、舵角センサ２０、Gセンサ３０、ヨーレートセンサ４０
、ENG_ECU５０、警報装置６０、レーザレーダ７０、操作SW８０ａ、及びSSDC_ECU１００
ａによって構成される。このうち、SSDC_ECU１００ａを除く他の構成は、第１の実施形態
において説明したものと同様であるため、その説明を省略する。
【０２０７】
　SSDC_ECU１００ａは、主にマイクロコンピュータとして構成され、何れも周知のCPU、R
OM、RAM、I/O、及びこれらを接続するバスによって構成される。このSSDC_ECU１００ａは
、図３に示したSta1或いはSta2の範囲内のドライバ状態係数（すなわち、運転に適した状
態のドライバが先行車両と自車両との車間距離を一定の距離に保つように運転操作を行っ
ている状況におけるドライバ状態係数）を目標とすべきドライバ状態係数（目標ドライバ
状態係数）とし、この目標ドライバ状態係数と、現在のドライバ状態係数とに基づいて、
自車両と先行車両との目標とすべき相対加減速度（目標相対加減速度）を算出し、この目
標相対加減速度に基づいて自車両を加減速するための制御を行う。
【０２０８】
　本実施形態の運転支援システムは、目標相対加減速度に基づいて自車両を加減速させる
ことで、先行車両と自車両との車間距離や自車両の速度を制御する安全速度車間距離制御
（Safety Speed & Distance Control、以下SSDC制御と呼ぶ）を実行する。
【０２０９】
　このSSDC制御は、従来の定速走行制御（CC制御）の機能を含んでおり、相対速度Vrが正
の値を示す場合（先行車両と自車両とが遠ざかる場合）にこのCC制御を実行する。また、
自車両の相対速度Vrが負の値を示す場合（先行車両と自車両とが近づく場合）には、SSDC
制御は、自車両の速度を減速する減速制御を実行する。
【０２１０】
　ドライバ状態係数K[dB]演算部１１０ａは、レーザレーダ７０から出力された車間距離
の情報に基づいて、ドライバ状態係数Kを演算する。すなわち、車間距離をDとし、車間距
離の単位時間当たり変化をdD/dtとすると、次式によりドライバ状態係数Kを算出する。
【０２１１】
　（数３２）
　K=(-2/ D3)×(dD/dt)
　なお、車間距離Dの単位時間当たりの変化dD/dtは、先行車両と自車両との相対速度Vrと
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等しい。従って、レーザレーダ７０から出力される車間距離Dと相対速度Vrとから、次式
によりドライバ状態係数Kを算出するようにしてもよい。
【０２１２】
　（数３３）
　K=(-2/ D3)×Vr
　また、ドライバ状態係数Kは、単位時間当たりの先行車両の像の面積Sの変化度合いdS/d
tを示すものでもあるため、カメラ等の撮像手段の撮影した先行車両の画像の単位時間当
たりの大きさの変化度合いと等しい。従って、カメラ等の撮像手段を備えて、その撮影し
た先行車両の画像の大きさの単位時間当たりの変化度合いから、ドライバ状態係数Kを算
出するようにしてもよい。
【０２１３】
　また、ドライバ状態係数K[dB]演算部１１０ａは、ドライバ状態係数Kを定数倍し、それ
を対数（デシベル[dB]）で示した次式の算出結果をSSDC制御部１６０ａへ出力する。なお
、次式中の|K|はドライバ状態係数Kの絶対値を示している。
【０２１４】
　（数３４）
　K[dB]=10×log(|K|/0.00005)
　SSDC制御部１６０ａは、自車両が先行車両に追従して走行する際、目標ドライバ状態係
数K_t[dB]と、ドライバ状態係数K[dB]演算部１１０ａから出力される現在のドライバ状態
係数K_p[dB]とに基づいて、次式で示される目標相対加減速度(dVr/dt)_tを算出し、この
目標相対加減速度(dVr/dt)_tに基づいて自車両を加減速する。
【０２１５】
　（数３５）
　(dVr/dt)_t=7.5×10｛(K_f[dB]/10)-8｝×D2×Vr
　この目標相対加減速度(dVr/dt)_tは、次のように算出される。すなわち、上記数式３３
を定数倍したものと数式３４とから、相対速度Vrについて時間微分を施すと、次式に示す
相対加減速度(dVr/dt)を得る。
【０２１６】
　（数３６）
　(dVr/dt)=7.5×10｛(K[dB]/10)-8｝×D2×Vr
　ここで、例えば、目標ドライバ状態係数K_t[dB]を30[dB]（運転に適した状態のドライ
バ状態係数）とした場合、上記数式３６のK[dB]としてこれを代入すると、相対減速度(dV
r/dt)は図１４中の曲線で示される。本実施形態では、現在のドライバ状態係数K_p[dB]が
目標ドライバ状態係数K_t[dB]に近づくようにドライバ状態変数K_f[dB]を決定し、この決
定したドライバ状態変数K_f[dB]を上記数式１７に代入することで、目標相対加減速度(dV
r/dt)_tを算出する。
【０２１７】
　なお、図１４に示すように、ドライバ状態変数K_f[dB]は、現在のドライバ状態係数K_p
[dB]と目標ドライバ状態係数K_t[dB]との偏差に、現在のドライバ状態係数K_p[dB]を加算
することで決定される。なお、図１４では、一例として比例項を偏差としたが微分項ある
いは積分項あるいはこれらの組み合わせで算出される値を偏差としてもよい。図１３にド
ライバ状態係数K[dB]演算部１１０ａとSSDC制御部１６０ａの各機能に対応する制御モデ
ルを示す。同図に示すように、現在のドライバ状態係数K_p[dB]を算出し、現在のドライ
バ状態係数K_p[dB]と目標ドライバ状態係数K_t[dB]との偏差をとり、その偏差に現在のド
ライバ状態係数K_p[dB]を加えたドライバ状態変数K_f[dB]から、目標加減速度(dVr/dt)_t
を算出する。
【０２１８】
　SSDC制御部１６０ａは、SSDC制御を実行するにあたり、図１５及び図１６に示す制御開
始／終了条件を満たすかどうか判定し、その判定結果に応じてSSDC制御を開始／終了する
。図１５は、相対速度Vrが負の値を示す場合（先行車両と自車両とが近づくとき）の制御
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開始／終了条件を示しており、図１６は、相対速度Vrが正の値を示す場合（先行車両と自
車両とが遠ざかるとき）の制御開始／終了条件を示している。
【０２１９】
　図１５（ａ）に示すように、相対速度Vrが負の値（Vr<0）を示す場合には、当該相対速
度Vrの値が所定値（例えば、-10[km/h]）よりも小さな値を示し、現在のドライバ状態係
数K_p[dB]が目標ドライバ状態係数K_t[dB]よりも大きな値を示し、さらに、自車両の速度
Vs0が所定速度（例えば、10[km/h]）を超える速度である場合にSSDC制御を開始する。
【０２２０】
　また、図１５（ｂ）に示すように、相対速度Vrが負の値（Vr<0）を示す場合には、当該
相対速度Vrの値が所定値（例えば、-5[km/h]）よりも大きな値を示す場合（言い換えれば
、相対速度Vrの絶対値が所定値よりも小さい場合）、若しくは、自車両の速度Vs0が所定
速度（例えば、5[km/h]）に満たない低速度である場合にSSDC制御を終了する。
【０２２１】
　このように、先行車両と自車両とが近づく場合（相対速度Vrが負の値を示す場合）であ
っても、相対速度Vrの絶対値が所定値よりも小さい場合には、ドライバが運転に適した状
態で先行車両に追従するように運転操作を行っていると考えられる。従って、このような
場合にSSDC制御における減速制御の実行を終了（停止）することで、ドライバの運転操作
に過度に介入しないようにすることができる。
【０２２２】
　なお、図１５（ｂ）に図示していないが、ドライバが先行車両との接触を回避するため
一定の値以上の加速操作をおこなった場合、及びドライバが先行車両との接触を回避する
ためのステアリング操作を開始した場合にもSSDC制御における減速制御の実行を終了（停
止）するようにしてもよい。
【０２２３】
　つまり、先行車両と自車両とが近づく場合（相対速度Vrが負の値を示す場合）であって
も、ドライバが先行車両との接触を回避するための加速操作やステアリング操作を開始し
た場合、ドライバは、先行車両を追い越すための車線変更を開始したものと考えられる。
従って、このような場合にSSDC制御における減速制御の実行を停止することで、車線変更
を妨げるような介入をしないようにすることができる。
【０２２４】
　図１５（ｂ）に示したSSDC制御終了条件に該当し、SSDC制御を終了（停止）する場合に
は、SSDC制御における減速制御が終了（停止）する旨やドライバによる減速操作の開始を
促す旨を報知するように、総合警報判定部１５０へ指示するとよい。これにより、警報装
置６０から、減速制御が終了（停止）する旨やドライバによる減速操作の開始を促す旨が
報知されるようになるため、ドライバは、SSDC制御における減速制御が終了（停止）する
ことを把握したり、自ら減速操作を開始する必要があることを把握したりすることが可能
となる。
【０２２５】
　また、SSDC制御を終了（停止）した後に、ドライバの運転操作が減速操作を開始するた
めの運転操作に移行する場合、自車両のブレーキアクチュエータにブレーキ予圧を印加す
るブレーキ予圧印加制御を実行するようにしてもよい。これにより、ドライバがアクセル
ペダルからブレーキペダルへ踏み替えるまでの間にブレーキ予圧を印加することが可能と
なるため、減速操作を開始するまでのタイムラグを排除することができる。
【０２２６】
　一方、SSDC制御を終了（停止）した後に、前記ドライバ状態係数が負の値を示すとき、
ドライバの運転操作が減速操作を開始するための運転操作に移行しない場合、現在のドラ
イバ状態係数K_p[dB]が所定値以上の正の値を示すときには、図示しない衝突被害軽減装
置を作動するための制御を実行するようにしてもよい。
【０２２７】
　上述したように、先行車両と自車両とが近づく場合（相対速度Vrが負の値を示す場合）
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にSSDC制御における減速制御の実行を終了（停止）した後、ドライバの運転操作が減速操
作を開始するための運転操作に移行しない場合、先行車両と自車両とがさらに接近するこ
とになり、先行車両と自車両とが衝突する可能性が高くなる。
【０２２８】
　このような場合、現在のドライバ状態係数K_p[dB]が所定値以上の正の値を示すならば
、双方の車両が急激に接近していると判断し、衝突被害軽減装置を作動するための制御を
実行する。これにより、先行車両と自車両とが衝突したときの被害を軽減することが可能
となる。なお、衝突被害軽減装置を作動するための制御を実行する際には、ドライバに対
し警報を発生し、衝突被害軽減装置が作動する旨をドライバに知らせることが望ましい。
【０２２９】
　図１６（ａ）に示すように、相対速度Vrが正の値（Vr>0）を示す場合には、操作SW８０
の設定速度SWがON状態にあり、当該相対速度Vrの値が所定値（例えば、10[km/h]）よりも
大きな値を示し、現在のドライバ状態係数K_p[dB]が目標ドライバ状態係数K_t[dB]よりも
大きな値を示し、さらに、自車両の速度Vs0が所定速度（例えば、40[km/h]）を超える速
度である場合にCC制御を開始する。
【０２３０】
　また、図１６（ｂ）に示すように、相対速度Vrが正の値（Vr>0）を示す場合には、当該
相対速度Vrの値が所定値（例えば、5[km/h]）よりも小さな値を示す場合（言い換えれば
、相対速度Vrの絶対値が所定値よりも小さい場合）、若しくは、自車両の速度Vs0が所定
速度（例えば、35[km/h]）に満たない速度である場合にCC制御を終了する。
【０２３１】
　このように、先行車両と自車両とが遠ざかる場合（相対速度Vrが正の値を示す場合）で
あっても、相対速度Vrの絶対値が所定値よりも小さい場合には、ドライバが運転に適した
状態で先行車両に追従するように運転操作を行っていると考えられる。従って、このよう
な場合にCC制御の実行を停止することで、ドライバの運転操作に過度に介入しないように
することができる。
【０２３２】
　また、図１５及び図１６に図示していないが、相対速度Vrの絶対値が自車両の速度Vs0
よりも大きい値を示す場合、その相対速度Vrは、自車両と同じ進行方向の先行車両との相
対速度ではなく、対向車両との相対速度であると考えられる。従って、このような場合に
は、SSDC制御やCC制御の実行を禁止することで、誤った制御を実行しないようにすること
ができる。
【０２３３】
　SSDC制御部１６０ａは、図１２及び図１３に示すように、目標相対加減速度(dVr/dt)_t
と先行車両の加減速度(dVb/dt)とから、自車両の目標加減速度(dVs0/dt)_tを算出し、こ
の目標加減速度(dVs0/dt)_tから自車両に発生すべき目標制動力又は目標駆動力を算出し
、車内LANへ送信する。
【０２３４】
　なお、図１３に示すように、目標加減速度(dVs0/dt)_tには、ドライバによる減速操作
の有無（すなわち、ブレーキペダル操作の有無）に応じた制限が加えられる。図１７（ａ
）は、相対速度Vrが負の値を示す場合に加える制限を示している。同図（ａ）に示すよう
に、ドライバがブレーキペダル操作を行っていない（STP→OFF）、すなわち、ドライバが
加速操作、若しくは現在の自車両の速度を保持するための定速操作を行っている場合には
、目標加減速度(dVs0/dt)_tをSSDC制御の減速制御において発生可能な最大減速度ａ（例
えば、a=-3[m/s2]）よりも低い減速度に制限する。
【０２３５】
　一方、ドライバがブレーキペダル操作を行っている（STP→ON）場合には、目標加減速
度(dVs0/dt)_tをドライバの減速操作によって発生する自車両の減速度b、若しくは、ドラ
イバのブレーキペダルを踏む力を補助するブレーキアシストシステム（BA）によって発生
する減速度c（例えば、c=-8[m/s2]）よりも低い減速度に制限する。これにより、相対速
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度Vrが負の値を示すとき、ドライバの減速操作の有無によって目標加減速度(dVs0/dt)_t
に異なった制限を加えることができる。
【０２３６】
　また、図１７（ｂ）は、相対速度Vrが正の値を示す場合に加える制限を示している。同
図（ｂ）に示すように、ドライバがブレーキペダル操作を行っていない（STP→OFF）、す
なわち、ドライバが加速操作、若しくは現在の自車両の速度を保持するための定速操作を
行っている場合には、目標加減速度(dVs0/dt)_tをCC制御の減速制御において発生可能な
最大減速度ａ（例えば、a=-3[m/s2]）よりも低い減速度に制限するとともに、目標加減速
度(dVs0/dt)_tをCC制御の加速制御において発生可能な最大加速度g（例えば、g=+2[m/s2]
）よりも低い加速度に制限する。
【０２３７】
　一方、ドライバがブレーキペダル操作を行っている（STP→ON）場合には、目標加減速
度(dVs0/dt)_tをドライバの減速操作によって発生する自車両の減速度b、若しくは、ドラ
イバのブレーキペダルを踏む力を補助するブレーキアシストシステムによって発生する減
速度cよりも低い減速度に制限する。
【０２３８】
　これにより、相対速度Vrが正の値を示すとき、ドライバの減速操作の有無によって目標
減速度(dVs0/dt)_tに異なった制限を加えることができるとともに、目標加速度(dVs0/dt)
_tにも制限を加えることができる。なお、減速度cは、先行車両の減速度（dVb/dt）の高
低と合うように、先行車両の減速度（dVb/dt）に応じて設定することが好ましい。
【０２３９】
　次に、本運転支援システムの動作について、図１８に示すフローチャートを用いて説明
する。先ず、同図に示すＳ１１０では、車間距離D、自車両の車速Vs0、相対速度Vr等の車
両状態量を検出する。Ｓ１２０では、目標ドライバ状態係数K_t[dB]を取得する。Ｓ１３
０では、現在のドライバ状態係数K_p[dB]を算出する。Ｓ１４０では、目標ドライバ状態
係数K_t[dB]と現在のドライバ状態係数K_p[dB]の偏差Eを算出する。
【０２４０】
　Ｓ１５０では、目標相対加減速度(dVr/dt)_tを算出し、Ｓ１６０では、自車両の目標加
減速度(dVs0/dt)_tを算出する。Ｓ１７０では、ドライバのブレーキペダル操作に応じた
制限を目標加減速度(dVs0/dt)_tに加える。Ｓ１８０では、SSDC制御又はCC制御の開始条
件を満たすか否かを判定する。ここで、肯定判定される場合にはＳ１９０へ処理を進め、
否定判定される場合にはＳ２００へ処理を移行する。
【０２４１】
　Ｓ１９０では、SSDC制御又はCC制御を開始／継続し、Ｓ１１０へ処理を移行して、上述
した処理を繰り返し行う。Ｓ２００では、SSDC制御又はCC制御の終了条件を満たすか否か
を判定する。ここで、肯定判定される場合にはＳ２１０に処理を進め、否定判定される場
合にはＳ１１０へ処理を移行し、上述した処理を繰り返し行う。Ｓ２１０では、SSDC制御
又はCC制御が実行中であれば、制御の実行を終了させた後、Ｓ１１０へ処理を移行し、上
述した処理を繰り返し行う。
【０２４２】
　このように、本実施形態の運転支援システムは、目標ドライバ状態係数と、現在のドラ
イバ状態係数とに基づいて、自車両と先行車両との目標相対加減速度を算出し、この目標
相対加減速度に基づいて自車両を加減速するSSDC制御を実行する。これにより、目標ドラ
イバ状態係数と、現在のドライバ状態係数との関係に基づいて、自車両が先行車両に追従
して走行する場合の運転操作を支援することができる。
【０２４３】
　（変形例４）
　本実施形態において、目標ドライバ状態係数K_t[dB]は、例えば、操作SW８０を用いて
任意な値に設定できるようにしてもよい。これにより、ドライバ自身の好みに応じた目標
ドライバ状態係数K_t[dB]の値に設定することができる。
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【０２４４】
　（第４の実施形態）
　第４の実施形態は、第３の実施形態によるものと共通するところが多いので、以下、共
通部分についての詳しい説明は省略し、異なる部分を重点的に説明する。図１９に、本実
施形態の運転支援システムの全体構成を示す。同図に示すように、本運転支援システムは
、VSC_ECU１０、舵角センサ２０、Gセンサ３０、ヨーレートセンサ４０、ENG_ECU５０、
レーザレーダ７０、操作SW８０ａ、及びSSDC_ECU１００ｂによって構成される。このうち
、SSDC_ECU１００ｂを除く他の構成は、第３の実施形態において説明したものと同様であ
るため、その説明を省略する。
【０２４５】
　SSDC_ECU１００ｂは、主にマイクロコンピュータとして構成され、何れも周知のCPU、R
OM、RAM、I/O、及びこれらを接続するバスによって構成される。接近離間状態評価指標Kd
B演算部１１０ｂは、レーザレーダ７０から出力される車間距離をDとし、相対速度をVrと
すると、次式により接近離間状態評価指標KdBを算出する。なお、次式中の|-2×Vr|は（-
2×Vr）の絶対値を示している。また、相対速度Vrは先行車両と自車両とが近づく場合を
負(-)の符号で表し、先行車両と自車両とが遠ざかる場合を正(+)の符号で表す。
【０２４６】
　（数３７）KdB=10×log{|-2×Vr|/( D3×5×10-8)}
　第１の実施形態において説明したように、自車両からみた先行車両の面積変化の度合い
を示すドライバ状態係数Kは、先行車両と自車両との接近状態及び離間状態の評価指標と
して用いることができる。そのため、本実施形態では、ドライバ状態係数Kを表す数式５
又は３１を定数倍したものを対数（デシベル[dB]）で示し、さらに定数倍した上記数式３
７から接近離間状態評価指標KdBを得る。
【０２４７】
　接近離間状態評価指標KdB演算部１１０ｂは、算出した現在の接近離間状態評価指標KdB
_pの符号について、相対速度Vrの符号が負(-)である（すなわち、先行車両と自車両とが
近づく）場合に正(+)の符号を付与し、相対速度Vrの符号が正(+)である（すなわち、先行
車両と自車両とが遠ざかる）場合に負(-)の符号を付与したうえで、SSDC制御部１６０ｂ
に出力する。
【０２４８】
　SSDC制御部１６０ｂは、自車両の進行方向に先行車両（自車両と同じ進行方向の前方車
両であって対向車両を除く）が存在する場合、自車両の常用減速度nd、車間距離D及び相
対速度Vrから、自車両を減速する減速制御の実行タイミングの指標を表す減速目標KdB_ss
dcを算出し、現在の接近離間状態評価指標KdB_pが減速目標KdB_ssdcを上回る値であるか
どうかを判定する。そして、接近離間状態評価指標KdB_pが減速目標KdB_ssdcを上回る値
である場合には自車両を減速する減速制御の実行を開始する。一方、接近離間状態評価指
標KdB_pが減速目標KdB_ssdcを下回る値である場合には自車両を加速する加速制御の実行
を開始する。この自車両の加減速によって、車間距離Dや自車両の速度Vs0を制御する安全
速度車間距離制御（Safety Speed & Distance Control、以下SSDC制御と呼ぶ）が実行さ
れる。
【０２４９】
　次に、図２０にSSDC_ECU１００ｂの機能ブロックを示す。相対速度取得部３０１、及び
車間距離情報取得部３０２は、レーザレーダ７０からの相対速度Vr及び車間距離Dを取得
する。接近離間状態評価指標算出部３０３は、上述したように、相対速度Vrと車間距離D
から現在の接近離間状態評価指標KdB_pを算出する。
【０２５０】
　自車両速度取得部３０４は、自車両の速度Vs0を取得する。路面μ取得部３０５は、図
示しない路面状態検出装置の検出した自車両の走行する路面状態から路面摩擦係数μを決
定する。なお、例えば、乾燥、湿潤、積雪、凍結等の路面状態と路面摩擦係数μを予め対
応させておき、乾燥、湿潤、積雪、凍結等をドライバに選択させ、その選択させた路面状
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態から路面摩擦係数μを決定するようにしてもよい。
【０２５１】
　安全車間距離算出・判定部３０６は、図２１に示すように、予め設定された車頭時間TT
C_on（先行車両と自車両との現在の接近状態が継続した場合に何秒後に先行車両に接触す
るかを示すもの。）に自車両の速度Vs0を乗じた安全車間距離D_safetyを算出する。
【０２５２】
　車頭時間TTC_onは、後述するように、減速制御の実行を開始するかどうかの判断にも用
いられ、現在の車頭時間TTCが予め設定された車頭時間TTC_on以上の値を示す場合には、
安全な車頭時間が確保されているものとして、減速制御は実行しないと判断する。
【０２５３】
　安全車間距離算出・判定部３０６では、この予め設定された車頭時間TTC_onに自車両の
速度Vs0を乗じて安全車間距離D_safetyを算出し、現在の車間距離Dが安全車間距離D_safe
tyよりも小さな値であるかどうかを判定する。この判定結果から、安全車間距離Dが確保
されているかどうかを把握する。
【０２５４】
　なお、走行路面の状態によって安全な車間距離は異なる。従って、路面状態によって安
全車間距離D_safetyを補正するようにしてもよい。例えば、路面摩擦係数μによって車頭
時間TTC_onを補正することで安全車間距離D_safetyを補正するとよい。
【０２５５】
　常用減速度記憶部３０７は、自車両の常用減速度ndを記憶するものであり、この常用減
速度ndは、エンジンブレーキ相当の減速度を示すエンジンブレーキ常用減速度nd_engine
、及びブレーキアクチュエータによって発生する主ブレーキ相当の減速度を示す主ブレー
キ常用減速度nd_brakeの２つの減速度を示す。なお、主ブレーキ常用減速度nd_brakeは、
エンジンブレーキ常用減速度nd_engineよりも大きな減速度を示す。
【０２５６】
　減速目標算出・判定部３０８は、常用減速度nd、車間距離D、及び相対速度Vrから減速
制御の実行タイミングの指標を表す減速目標KdB_ssdcを算出する。この減速目標KdB_ssdc
は、数式４０から算出される。すなわち、上記数式１３から次式が得られる。なお、次式
中の第１のゲインgain1については後述する。
【０２５７】
　（数３８）
　nd＝gain1×7.5×D2×10｛(|KdB_ssdc|/10)-8｝×Vr
　上記数式を変形すると次式を得る。
【０２５８】
　（数３９）
　10｛(|KdB_ssdc|/10)-8｝＝nd/gain1×7.5×D2×Vr
　上記数式を対数で示すと次式を得る。
【０２５９】
　（数４０）
　KdB_ssdc＝{log(|nd/(gain1×7.5×D2×Vr)|)+8}×10
　上記数式４０から、エンジンブレーキによる減速制御の実行タイミングの指標を表す減
速目標KdB_ssdc_engineと、ブレーキアクチュエータによる減速制御の実行タイミングの
指標を表す減速目標KdB_ssdc_brakeが次式によって算出される。
【０２６０】
　（数４１）
　KdB_ssdc_engine＝{log(|nd_engine/(gain1×7.5×D2×Vr)|)+8}×10
　（数４２）
　KdB_ssdc_brake＝{log(|nd_brake/(gain1×7.5×D2×Vr)|)+8}×10
　また、減速目標算出・判定部３０８は、減速目標KdB_ssdc_engine、及び減速目標KdB_s
sdc_brakeに基づいて、減速制御の終了タイミングの指標を表す減速目標KdB_ssdc_engine



(45) JP 2010-143578 A 2010.7.1

10

20

30

40

50

_hys、及び減速目標KdB_ssdc_brake_hysを算出する。例えば、減速目標KdB_ssdc_engine
、及び減速目標KdB_ssdc_brakeの各々に対して、例えば、-3[dB]から-6[dB]程度下回る値
を減速目標KdB_ssdc_engine_hys、及び減速目標KdB_ssdc_brake_hysとする。
【０２６１】
　そして、減速目標算出・判定部３０８は、図２２に示すように、現在の接近離間状態評
価指標KdB_pが減速目標KdB_ssdc_engine、又は減速目標KdB_ssdc_brakeを上回る値である
かどうか判定する。この判定の結果、減速目標KdB_ssdc_engine、及び減速目標KdB_ssdc_
brakeの少なくとも一方を上回る値であると判定された場合には、減速制御の実行を開始
すると判断する。
【０２６２】
　これにより、例えば、現在の接近離間状態評価指標KdB_pが減速目標KdB_ssdc_engineを
上回る場合に減速制御の実行を開始することで、その実行開始タイミングをエンジンブレ
ーキ常用減速度nd_engineを発生させるときの減速操作のタイミングに合わせることがで
きる。
【０２６３】
　また、例えば、現在の接近離間状態評価指標KdB_pが減速目標KdB_ssdc_brakeを上回る
場合に減速制御の実行を開始することで、その実行開始タイミングを主ブレーキ常用減速
度nd_brakeを発生させるときの減速操作のタイミングに合わせることができる。
【０２６４】
　なお、本実施形態では、車頭時間TTC判定部３０９によって、減速制御の実行開始につ
いて車頭時間TTCに基づくガードをかけている。すなわち、例えば、車間距離Dが５０ｍ程
度以下の場合には、現在の接近離間状態評価指標KdB_pが減速目標KdB_ssdc_engine、及び
減速目標KdB_ssdc_brakeの少なくとも一方を上回ったタイミングで減速制御の実行を開始
することで、ドライバ自身がブレーキ操作を行うときのタイミングに合わせることができ
る。
【０２６５】
　しかしながら、車間距離Dが５０ｍ程度以上の場合、自車両のドライバは、車間距離Dが
５０ｍ程度以下の場合に比べて先行車両の面積変化に対する認識度が低下する。そのため
、先行車両の面積変化の度合いと対応関係にある現在の接近離間状態評価指標KdB_pのみ
に基づいて減速制御の実行を開始すると、ドライバは、ドライバ自身がブレーキ操作を行
うときのタイミングよりも早く減速し始めたように感じる。
【０２６６】
　本実施形態では、車頭時間TTC判定部３０９にて、車間距離D及び相対速度Vrから算出さ
れる現在の車頭時間TTCが図２４に示す予め設定された車頭時間TTC_onを下回る値である
かどうかを判定する。そして、減速目標算出・判定部３０８によって、現在の接近離間状
態評価指標KdB_pが減速目標KdB_ssdc_engine、及び減速目標KdB_ssdc_brakeの少なくとも
一方を上回る値であると判定され、かつ、車頭時間TTC判定部３０９によって、現在の車
頭時間TTCが予め設定された車頭時間TTC_onを下回る値である（すなわち、図２４の斜線
領域内である）と判定された場合に減速制御の実行を開始すると判断する。これにより、
減速制御の実行の開始タイミングをドライバ自身がブレーキ操作を行うときのタイミング
と合わせることができる。
【０２６７】
　また、減速目標算出・判定部３０８では、減速制御の実行開始タイミングについて、ド
ライバの傾向を反映するようにしている。すなわち、例えば、先行車両が急ブレーキをす
る場合、先行車両が高い速度であるほど自車両の危険性が高まる。このように危険性が高
い場合、自車両のドライバは、先行車両の速度が高いほどブレーキ操作を早めに行う傾向
にある。
【０２６８】
　そこで、減速目標算出・判定部３０８では、このようなドライバの傾向を反映させるた
め、次式に示すように、先行車両の速度Vbから決定される１以下の正の値を示す第３のゲ
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インgain3を乗じた減速目標KdB_ssdc_engine、及び減速目標KdB_ssdc_brakeを算出する。
【０２６９】
　（数４３）
　KdB_ssdc_engine＝gain3×{log(|nd_engine/(gain1×7.5×D2×Vr)|)+8}×10
　（数４４）
　KdB_ssdc_brake＝gain3×{log(|nd_brake/(gain1×7.5×D2×Vr)|)+8}×10
　この第３のゲインgain3を乗じることで、減速目標KdB_ssdc_engine及び減速目標KdB_ss
dc_brakeの示す値は小さくなるから、現在の接近離間状態評価指標KdB_pが減速目標KdB_s
sdc_engine及び減速目標KdB_ssdc_brakeに到達するのが早まることになる。従って、例え
ば、図２３に示すように、先行車両の速度Vb＝0[km/h]でgain3=1.00とし、先行車両の速
度Vbが高くなるほどgain3の値を小さな値とする（例えば、先行車両の速度Vb＝100[km/h]
であるときにgain3=0.95）とし、この第３のゲインgain3を乗じて最終的な減速目標KdB_s
sdcを算出する。これにより、減速制御の実行タイミングを早めることができ、ドライバ
の傾向を反映させることが可能となる。
【０２７０】
　また、減速目標算出・判定部３０８では、図２２に示すように、減速制御の実行中に、
現在の接近離間状態評価指標KdB_pが減速目標KdB_ssdc_engine_hysを下回る値であると判
定された場合に減速制御の実行を終了させると判断する。これにより、減速制御のハンチ
ングを抑えることができる。また、この減速制御の実行を終了させるのと同時に、自車両
を加速する加速制御の実行を開始する。これにより、減速制御を実行する必要のないタイ
ミングで自車両を加速する加速制御を実行することができる。
【０２７１】
　減速度算出部３１０は、図２２に示したように、現在の接近離間状態評価指標KdB_pが
減速目標KdB_ssdc_engine、及び減速目標KdB_ssdc_brakeの少なくとも一方を上回る値で
あると判定された場合、減速度出力として、車間距離D、相対速度Vr、及び現在の接近離
間状態評価指標KdB_pから、自車両と先行車両との目標相対減速度dVrdt_ssdcを算出する
。減速制御では、相対減速度が目標相対減速度dVrdt_ssdcとなるように制御する。この目
標相対減速度dVrdt_ssdcは、次のように導かれる。先ず、上記数式３７を次式のように変
形する。
【０２７２】
　（数４５）
　10（|KdB_p|/10）＝|-2×Vr|/( D3×5×10-8)
　（数４６）
　｜-Vr|＝(D3×5×10-8/2)×10（|KdB_p|/10）＝2.5×D3×10｛(|KdB_p|/10)-8｝

　次式に示すように、上記数式４６を時間微分したものを目標相対減速度dVrdt_ssdcとす
る。
【０２７３】
　（数４７）
　目標相対減速度dVrdt_ssdc＝(dVr/dD)×(dD/dt)＝7.5×D2×10｛(|KdB_p|/10)-8｝×Vr
　ここで、数式４７に示す目標相対減速度dVrdt_ssdcは、現在の車間距離Dに留めるため
の相対減速度の目標値を表している。従って、この目標相対減速度dVrdt_ssdcとなるよう
に減速制御を実行することで、現在の接近離間状態評価指標KdB_pを維持（言い換えれば
、略現在の車間距離Dを維持）することが可能となる。
【０２７４】
　なお、減速度算出部３１０では、目標相対減速度dVrdt_ssdcに対して１以下の正の値を
示す第１のゲインを乗じる。第１のゲインgain1を乗じた目標相対減速度dVrdt_ssdcは次
式で表される。
【０２７５】
　（数４８）
　dVrdt_ssdc＝gain1×7.5×D2×10｛(|KdB_p|/10)-8｝×Vr
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　上記数式４８中の第１のゲインgain1の値を1とすることで、その時の目標相対減速度dV
rdt_ssdcとなるように減速制御を行えば現在の接近離間状態評価指標KdB_pを維持（言い
換えれば、略現在の車間距離Dを維持）することができる。これに対し、第１のゲインgai
n1の値を1未満の正の値とすることで、その時の目標相対減速度dVrdt_ssdcとなるように
減速制御を行えば、現在の車間距離Dよりも短い車間距離にすることが可能となる。
【０２７６】
　ここで、第１のゲインgain1の範囲について考えてみる。停止中の先行車両に速度Vs0(
＝Vr)で接近中の自車両が一定の減速度GGで減速を開始したとき、先行車両に接触する位
置で自車両が停止するまでの走行距離DDは次式で表される。
【０２７７】
　（数４９）
　DD＝Vr2／2×GG
　ここで、先行車両に接触する位置で自車両が停止するときの減速度GGと、現在の接近離
間状態評価指標KdB_pを維持（言い換えれば、略現在の車間距離Dを維持）するための目標
相対減速度dVrdt_ssdc（第１のゲインgain1=1）との比を求める。
【０２７８】
　（数５０）
　GG/dVrdt_ssdc＝(Vr2／2×DD)/(gain1×7.5×D2×10｛(|KdB_p|/10)-8｝×Vr)＝Vr/(15
×D3×10｛(|KdB|/10)-8｝)
　上記数式５０中の相対速度Vrに上記数式４６を代入すると次式を得る。
【０２７９】
　（数５１）
　GG/dVrdt_ssdc＝(2.5×D3×10｛(|KdB_p|/10)-8｝)/(15×D3×10｛(|KdB_p|/10)-8｝)
＝2.5/15≒0.167
　よって、第１のゲインgain1を0.167とすることで、先行車両に接触する位置で相対速度
Vr=0となる目標相対減速度dVrdt_ssdcとすることができ、その目標相対減速度dVrdt_ssdc
となるように減速制御を行えば車間距離D=0を維持することが可能となる。以上から、第
１のゲインgain1は、0.167から1.000までの範囲となる。
【０２８０】
　なお、第１のゲインgain1については、車間距離Dが安全車間距離D_safetyよりも大きな
値であるかどうかの判定結果に応じて、第１のゲインの値を変更するとよい。例えば、車
間距離Dが安全車間距離D_safetyよりも長い場合には、安全な車間距離が確保されている
ため、第１のゲインgain1を0.167に変更する。一方、車間距離Dが安全車間距離D_safety
よりも短い場合には、安全な車間距離が確保されていないため、第１のゲインgain1を0.1
67から1.000のまでの間の任意の値に変更する。これにより、車間距離Dが安全車間距離D_
safetyよりも大きな値であるかどうかに応じて、目標相対減速度dVrdt_ssdcを変更するこ
とができる。
【０２８１】
　また、減速度算出部３１０では、目標相対減速度dVrdt_ssdcについて、減速時目標相対
速度記憶部３１１の記憶する先行車両と自車両との目標相対速度Vr_daを加味して算出す
る。目標相対速度Vr_daを加味した目標相対減速度dVrdt_ssdc（第１のゲインgain1=1.000
の場合）の算出式は、以下のように表される。
【０２８２】
　（数５２）
　dVrdt_ssdc＝7.5×D2×10｛(|KdB_p|/10)-8｝×(Vr-Vr_da)
　ここで、目標相対速度Vr_da=0とした場合、その時の目標相対減速度dVrdt_ssdcとなる
ように減速制御を実行することで、上述したように、現在の接近離間状態評価指標KdB_p
を維持（言い換えれば、略現在の車間距離Dを維持）することができる。
【０２８３】
　これに対し、目標相対速度Vr_daが負（Vr_da<0）の場合、目標相対減速度dVrdt_ssdcは
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目標相対速度Vr_da=0とした場合に比べて小さな値となるから、その時の目標相対減速度d
Vrdt_ssdcとなるように減速制御を実行することで、現在の相対速度Vrから目標相対速度V
r_daとなるまで減速することができる。
【０２８４】
　一方、目標相対速度Vr_daが正（>0）の場合、目標相対減速度dVrdt_ssdcは目標相対速
度Vr_da=0とした場合に比べて大きな値となるから、その時の目標相対減速度dVrdt_ssdc
となるように減速制御を実行することで、現在の相対速度Vrから離間状態の目標相対速度
Vr_daとなるまで減速することができる。
【０２８５】
　さらに、減速度算出部３１０では、目標相対減速度dVrdt_ssdcに対して、先行車両の速
度から決定される１以下の正の値を示す第２のゲインを乗じる。すなわち、先行車両が急
ブレーキをする場合、先行車両が高い速度であるほど自車両の危険性が高まるため、自車
両のドライバは、先行車両の速度が高いほど高い減速度を自車両に発生させる傾向にある
。そこで、減速度算出部３１０では、次式に示すように、第１のゲインとともに第２のゲ
インgain2を乗じた目標相対減速度dVrdt_ssdcを算出する。
【０２８６】
　（数５３）
　dVrdt_ssdc＝gain2×{gain1×7.5×D2×10｛(|KdB_p|/10)-8｝×(Vr-Vr_da)}
　上記数式５３において、例えば、図２５に示すように、先行車両の速度Vb＝50[km/h]未
満でgain2=0.5とし、先行車両の速度Vb＝50[km/h]以上でgain2=1.0とすることで、ドライ
バ自身の減速操作によって発生する減速度に目標相対減速度dVrdt_ssdcを合わせることが
可能となる。
【０２８７】
　最大加速度記憶部３１２は、加速制御において自車両に発生させる最大加速度C_maxを
記憶する。加速時接近離間状態評価指標設定部３１３は、加速制御によって自車両が加速
する場合の目標とすべき指標を示す加速時接近離間状態評価指標KdB_aa（例えば、-３０
、－３５、－４０[dB]）を設定する。
【０２８８】
　加速度算出部３１４は、図２２に示したように、現在の接近離間状態評価指標KdB_pが
減速目標KdB_ssdc_engine_hysを下回る値であると判定された場合、加速度出力として、
車間距離D、相対速度Vr、及び加速時接近離間状態評価指標KdB_aaから、自車両と先行車
両との目標相対加速度dVrdt_aaを算出する。加速制御では、相対加速度が目標相対加速度
dVrdt_aaとなるように制御する。なお、目標相対加速度dVrdt_aaが最大加速度C_maxを上
回る場合には、この最大加速度C_maxを目標相対加速度dVrdt_aaに置き換えることにする
。これにより、加速制御によって過大な加速度を発生させないようにすることができる。
【０２８９】
　加速度算出部３１４は、上記数式４７中の現在の接近離間状態評価指標KdB_pに替えて
加速時接近離間状態評価指標KdB_aa（例えば、-３０、－３５、－４０[dB]）を設定する
ことで、目標相対加速度dVrdt_aaを次式により算出する。
【０２９０】
　（数５４）
　dVrdt_aa＝7.5×D2×10｛(|KdB_aa|/10)-8｝×Vr
　この目標相対加速度dVrdt_aaは、現在の車間距離Dに留める（先行車両との車間距離Dを
維持する）ための相対加速度の目標値を表しているから、この目標相対減速度dVrdt_ssdc
となるように加速制御を実行すれば、先行車両に追従して走行することが可能となる。
【０２９１】
　なお、加速度算出部３１４は、次式に示すように、加速時目標相対速度記憶部３１５の
記憶する先行車両と自車両との目標相対速度Vr_aa（例えば、-5/3.6[m/s]）を加味して算
出する。
【０２９２】
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　（数５５）
　dVrdt_aa＝7.5×D2×10｛(|KdB_aa|/10)-8｝×(Vr-Vr_aa)
　ここで、目標相対速度Vr_aa=0とした場合、その時の目標相対加速度dVrdt_aaとなるよ
うに加速制御を実行することで、現在の車間距離Dを維持しつつ先行車両に追従して走行
することが可能となる。
【０２９３】
　これに対し、目標相対速度Vr_aaが負（Vr_aa<0）の場合、目標相対加速度dVrdt_aaは目
標相対速度Vr_aa=0とした場合に比べて大きな値となるから、その時の目標相対減速度dVr
dt_aaとなるように加速制御を実行することで、現在の相対速度Vrから接近状態の目標相
対速度Vr_aaとなるまで加速することができる。すなわち、例えば、目標相対速度Vr_aaを
-5/3.6[m/s]とした場合には、5[km/h]で先行車両に近づくように加速することができる。
【０２９４】
　一方、目標相対速度Vr_aaが正（Vr_aa>0）の場合、目標相対加速度dVrdt_aaは目標相対
速度Vr_aa=0とした場合に比べて小さな値となるから、その時の目標相対加速度dVrdt_aa
となるように加速制御を実行することで、現在の相対速度Vrから目標相対速度Vr_aaとな
るまで加速することができる。
【０２９５】
　また、加速度算出部３１４は、上記数式５５に示す目標相対加速度dVrdt_aaに対して１
以下の正の値を示す第４のゲインを乗じる。第４のゲインgain4を乗じた目標相対加速度d
Vrdt_aaは次式で表される。
【０２９６】
　（数５６）
　dVrdt_aa＝gain4×{7.5×D2×10｛(|KdB_aa|/10)-8｝×(Vr-Vr_aa)}
　上記数式５６中の第４のゲインgain4の値を1とすることで、その時の目標相対加速度dV
rdt_aaとなるように加速制御を行えば現在の車間距離Dを維持しつつ先行車両に追従して
走行することが可能となる。これに対し、第４のゲインgain4の値を1未満の正の値とする
ことで目標相対加速度dVrdt_aaは小さな値を示すことから、この目標相対加速度dVrdt_aa
となるように加速制御を行えば、車間距離を大きくしながら自車両を加速することができ
る。
【０２９７】
　また、第４のゲインgain4については、車間距離Dが安全車間距離D_safetyよりも小さな
値であると判定された場合、第４のゲインの値を１に変更することが好ましい。これによ
り、車間距離Dが現在の車間距離Dよりも短くならないようにすることができるからである
。
【０２９８】
　なお、車間距離Dが安全車間距離D_safetyよりも小さな値であると判定された場合、加
速度算出部３１４では、目標相対加速度dVrdt_aaをゼロ（dVrdt_aa=0）と算出して、加速
制御の実行を禁止する。これにより、自車両が加速して先行車両により接近しないように
することができる。
【０２９９】
　ドライバ操作加減速度算出部３１６は、ドライバによるアクセルペダルやブレーキペダ
ルの操作状態等に基づいて、ドライバの要求加減速度であるドライバ操作加減速度ADdrを
算出する。調停加減速度決定部３１７は、目標相対減速度dVrdt_ssdc又は目標相対加速度
dVrdt_aaとドライバ操作加減速度ADdrとから調停加減速度RequestGを決定する。ドライバ
操作加減速度算出部３１６では、以下の条件に基づいて調停加減速度RequestGを決定する
。
【０３００】
　条件１：ドライバのアクセルペダル操作によってスロットルバルブの開度要求が所定開
度以上の場合には、ドライバ操作加減速度ADdrを調停加減速度RequestGとする。
【０３０１】
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　条件２：相対速度Vrの符号が負(-)の場合、すなわち、先行車両と自車両とが近づく場
合に以下の条件式を満たす場合、先行車両は自車両に対向して走行する対向車両であると
してドライバ操作加減速度ADdrを調停加減速度RequestGとする。なお、次式中のxは5[km/
h]程度とする。
【０３０２】
　（数５７）
　－Vr<-(Vs0+x)
　条件３：ドライバによって所定角度又は所定角速度以上のステアリング操作が所定時間
内に行われた場合には、ドライバ操作加減速度ADdrを調停加減速度RequestGとする。
【０３０３】
　条件４：ドライバによるブレーキペダル操作が行われた場合には、ドライバ操作加減速
度ADdrを調停加減速度RequestGとする。
【０３０４】
　条件５：安全車間距離算出・判定部３０６によって、車間距離Dが安全車間距離D_safet
yよりも小さな値であると判定された場合、目標相対減速度dVrdt_ssdc又は目標相対加速
度dVrdt_aaを調停加減速度RequestGとする。
【０３０５】
　条件６：条件１から４の何れにも該当しない場合には、目標相対減速度dVrdt_ssdc又は
目標相対加速度dVrdt_aaを調停加減速度RequestGとする。
【０３０６】
　なお、上記条件５は、ドライバによる自車両を加速させるための運転操作の介入を禁止
する（オーバーライドを禁止）するものである。これにより、車間距離が十分に確保され
ていない場合に、ドライバの運転操作によって自車両が加速し先行車両により接近しない
ようにすることができる。
【０３０７】
　そして、調停加減速度決定部３１７は、最終的に決定された調停加減速度RequestGから
自車両に発生すべき目標制動力又は目標駆動力を算出し、車内LANへ送信する。
【０３０８】
　次に、本運転支援システムの動作について、図２６に示すフローチャートを用いて説明
する。先ず、同図に示すステップＳ３１０では、車間距離D、自車両の車速Vs0、相対速度
Vr等の車両状態量を取得する。Ｓ３２０では、現在の接近離間状態評価指標KdB_pを算出
する。Ｓ３３０では、安全車間距離D_safetyを算出するとともに、現在の車間距離Dが安
全車間距離D_safetyよりも小さな値であるかどうかを判定する。
【０３０９】
　Ｓ３４０では、減速目標KdB_ssdc_engine、減速目標KdB_ssdc_brake、減速目標KdB_ssd
c_engine_hys、及び減速目標KdB_ssdc_brake_hysを算出するとともに、現在の接近離間状
態評価指標KdB_pが減速目標KdB_ssdc_engine、又は減速目標KdB_ssdc_brakeを上回る値で
あるかどうか、減速目標KdB_ssdc_engine_hys、及び減速目標KdB_ssdc_brake_hysを下回
る値であるかどうか判定する。
【０３１０】
　Ｓ３５０では、Ｓ３４０の判定結果に応じて、目標相対減速度dVrdt_ssdc又は目標相対
加速度dVrdt_aaを算出する。Ｓ３６０では、ドライバ操作加減速度ADdrを算出する。Ｓ３
７０では、目標相対減速度dVrdt_ssdc又は目標相対加速度dVrdt_aaとドライバ操作加減速
度ADdrとから、調停加減速度RequestGを決定する。Ｓ３８０では、Ｓ３７０にて決定した
調停加減速度RequestGから自車両に発生すべき目標制動力又は目標駆動力を算出し、出力
する。
【０３１１】
　図２７（ａ）、（ｂ）に、本運転支援システムの数値シミュレーションにおけるケース
毎の設定条件を示し、各ケースの数値シミュレーション結果を図２８～図３３に示す。図
２８は、自車両の速度Vs0が時速１００ｋｍ、先行車両の速度Vbが時速５０ｋｍ、車間距
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離Dの初期値が１００ｍ、第１のgain1を0.167、減速制御中の先行車両と自車両との目標
相対速度Vr_daを時速０ｋｍと条件を設定（ケース１）した場合の減速制御の数値シミュ
レーション結果を示すものである。
【０３１２】
　図２９は、ケース１の条件設定に対して第１のgain1を1.000に変更した場合（ケース２
）の減速制御の数値シミュレーション結果を示すものである。また、図３０は、ケース２
の条件設定に対して第１のgain1を1.000に変更した場合（ケース３）の減速制御の数値シ
ミュレーション結果を示すものである。
【０３１３】
　図３１は、自車両の速度Vs0が時速５０ｋｍ、先行車両の速度Vbが時速５０ｋｍ、車間
距離Dの初期値が５ｍ、第１のgain1を1.000、加速制御によって自車両が加速する場合の
目標とすべき指標を示す加速時接近離間状態評価指標KdB_aaを20[dB]、加速制御中の先行
車両と自車両との目標相対速度Vr_aaを時速０ｋｍとし、先行車両が０．１Ｇ（約１[m/s2
]）の減速度で減速を開始したとする条件を設定（ケース４）した場合の加減速制御の数
値シミュレーション結果を示すものである。
【０３１４】
　図３２は、ケース４の条件設定に対して加速時接近離間状態評価指標KdB_aaを80[dB]に
変更した場合（ケース５）の加減速制御の数値シミュレーション結果を示すものである。
また、図３３は、ケース５の条件設定に対して目標相対速度Vr_aaを時速-１０ｋｍに変更
した場合（ケース６）の加減速制御の数値シミュレーション結果を示すものである。
【０３１５】
　まず、図２８と図２９の数値シミュレーション結果を比較すると、図２８のケース１で
は、第１のgain1が0.167に設定されているため、車間距離D=0で相対速度Vr=0となってい
る。これに対し、図２９のケース２では、第１のgain1が1.000に設定されているため、車
間距離Dは約３０ｍを維持するようになる。
【０３１６】
　また、図２９と図３０の数値シミュレーション結果を比較すると、図２９のケース２で
は、目標相対速度Vr_daが時速０ｋｍに設定されているため、車間距離Dが約３０ｍとなる
ときに相対速度Vr=0となる。これに対し、図３０のケース３では、目標相対速度Vr_daが
時速１０ｋｍに設定されているため、車間距離Dが約４０ｍとなるときに相対速度Vr=0と
なり、その後、この相対速度Vrが時速１０ｋｍとなるまで車間距離Dが大きくなる。
【０３１７】
　図３１と図３２の数値シミュレーション結果を比較すると、図３１のケース４では、加
速時接近離間状態評価指標KdB_aaが20[dB]に設定され、図３２のケース５では、加速時接
近離間状態評価指標KdB_aaが80[dB]に設定されているため、要求加速度の立ち上がり時間
は同じであるものの、その立ち上がりの傾きはケース５が大きく、その結果、自車両の速
度Vs0は、ケース４の場合よりもケース５の場合のほうが早くなっている。
【０３１８】
　図３２と図３３の数値シミュレーション結果を比較すると、図３２のケース５では、加
速時の目標相対速度Vr_aaが時速０ｋｍに設定されているため、約２５秒後に相対速度Vr=
0となる。これに対し、図３３のケース６では、加速時の目標相対速度Vr_aaが時速-１０
ｋｍに設定されているため、時間経過に伴って、自車両の速度が先行車両の速度を上回り
、相対速度Vrが時速-１０ｋｍとなるまで制御が実行される。
【０３１９】
　以上、本発明の好ましい実施形態について説明したが、本発明は上述した第４の実施形
態に何ら制限されることなく、本発明の主旨を逸脱しない範囲において、種々変形して実
施することができる。
【０３２０】
　（変形例５）
　上述したように、自車両のドライバからみた先行車両の面積変化の度合いを示すドライ
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バ状態係数Kは、先行車両と自車両との接近状態及び離間状態の評価指標として用いるこ
とができる。従って、例えば、接近離間状態評価指標KdBに基づいてドライバの運行管理
を行うようにしてもよいし、接近離間状態評価指標KdBに基づいて安全運転教育を行うよ
うにしてもよい。
【０３２１】
　（変形例６）
　例えば、先行車両が大型車両である場合、自車両のドライバからみた先行車両の面積変
化の度合いの感じ方が異なることが考えられるため、先行車両の車種に応じて第３のゲイ
ンgain3の値を変更する（例えば、普通乗用車の場合にはgain3=1.0、大型車両の場合には
gain3=0.8等）ようにしてもよい。
【０３２２】
　（変形例７）
　本実施形態の運転支援システムは、加減速制御を実行するものであるが、加減速制御の
実行タイミングで警報を発生させるようにしてもよい。
【０３２３】
　（変形例８）
　例えば、減速制御を実行する際、車間距離Dが１０ｍ以内の場合には、第１のゲインgai
n1を1.000に設定して大きな減速度を発生させることによって、先行車両への衝突による
衝撃を緩和するようにしてもよい。
【０３２４】
　（変形例９）
　自車両の後方に後続車両が存在する場合、後続車両との車間距離と相対速度が取得可能
であれば、先行車両を自車両とみなし、また、後続車両を自車両とみなして減速制御の実
行タイミングを判定し、減速制御の実行タイミングで後続車両に対して追突の危険性を促
すようにしてもよい。例えば、自車両のブレーキランプやハザードランプを点灯させるこ
とによって、追突の危険性を後続車両に知らせるようにするとよい。
【０３２５】
　（変形例１０）
　本実施形態では、先行車両の像の大きさ（面積S）の変化度合い（dS/dt）を示すドライ
バ状態係数K（数式５８）に基づいて接近離間状態評価指標KdB（数式５９）を定義すると
ともに、この数式５９を変形することで、目標相対加減速度の基本式（数式６０）を定義
した。
【０３２６】
　（数５８）
　K=dS/dt∝d(1/ D2)/dt=(-2/ D3)×(dD/dt)=(-2/ D3)×Vr
　（数５９）
　KdB=10×log{-|K|/(5×10-8)}
　（数６０）
　dVr/dt＝(dVr/dD)×(dD/dt)＝7.5×10｛(|KdB|/10)-8｝×D2×Vr
　これに対し、本変形例では、自車両のドライバが先行車両の面積の変化度合いに対する
認識度が低下する５０ｍ程度以上の場合、先行車両の幅や高さ等の長さの変化度合いや先
行車両の点としての変化度合いに基づき以下のように目標相対加減速度の基本式を定義し
て、加減速制御に利用するようにしてもよい。
【０３２７】
　例えば、先行車両の幅や高さ等の長さの変化度合いKを次式のように定義する。
【０３２８】
　（数６１）
　K=(-1/ D2)×Vr
　すると、先行車両の幅や高さ等の長さの変化度合いに基づく目標相対加減速度の基本式
は次式のように示される。
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【０３２９】
　（数６２）
　KdB=10×log{-|K|/(2.5×10-6)}
　（数６３）
　dVr/dt＝5×10｛(|KdB|/10)-8｝×D×Vr
　また、例えば、先行車両の点としての変化度合いKを次式のように定義する。
【０３３０】
　（数６４）
　K=(-1/D)×Vr
　すると、先行車両の点としての変化度合いKに基づく目標相対加減速度の基本式は次式
のように示される。
【０３３１】
　（数６５）
　KdB=10×log{-|K|/(2.5×10-4)}
　（数６６）
　dVr/dt＝2.5×10｛(|KdB|/10)-4｝×Vr
　また、先行車両に接触する位置で相対速度Vr=0となる目標相対減速度dVrdt_ssdcとする
ことができる第１のゲインgain1は、先行車両の面積の変化度合いの場合にgain1=0.167で
あったが、先行車両の幅や高さ等の長さの変化度合いの場合にはgain1=0.25、先行車両の
点としての変化度合いの場合にはgain1=0.5となる。
【０３３２】
　また、先行車両の面積の変化度合いの場合における、現在の接近離間状態評価指標KdB_
pを維持（言い換えれば、略現在の車間距離Dを維持）するための第１のゲインgain1はgai
n1=1.000であったが、先行車両の幅や高さ等の長さの変化度合いの場合にはgain1=0.167
×4=0.668、先行車両の点としての変化度合いの場合にはgain1=0.167×2=0.334となる。
【０３３３】
　そして、この第１のゲインgain1を適切に変更することで、先行車両の幅や高さ等の長
さの変化度合いや先行車両の点としての変化度合いに基づいて加減速制御を実行するとよ
い。
【符号の説明】
【０３３４】
　１０　VSC_ECU
　２０　舵角センサ
　３０　Gセンサ
　４０　ヨーレートセンサ
　５０　ENG_ECU
　６０　警報装置
　７０　レーザレーダ
　８０　操作SW
　１００　SDC_ECU
　１００ａ、ｂ　SSDC_ECU
　１１０　ドライバ状態係数K演算部
　１１０ａ　ドライバ状態係数K[dB]演算部
　１１０ｂ　接近離間状態評価指標KdB演算部
　１２０　TTC警報判定部
　１３０　K警報判定部
　１４０　D警報判定部
　１５０　総合警報判定部
　１６０　SDC制御部
　１６０ａ、ｂ　SSDC制御部



(54) JP 2010-143578 A 2010.7.1

10

20

　１７０　TTC制御部
　１８０　CC制御部
　１９０ａ　目標制動力算出部
　１９０ｂ　目標駆動力算出部
　３０１　相対速度取得部
　３０２　車間距離情報取得部
　３０３　接近離間状態評価指標算出部
　３０４　自車両速度取得部
　３０５　路面μ取得部
　３０６　安全車間距離算出・判定部
　３０７　常用減速度記憶部
　３０８　減速目標算出・判定部
　３０９　車頭時間TTC判定部
　３１０　減速度算出部
　３１１　減速時目標相対速度記憶部
　３１２　最大加速度記憶部
　３１３　加速時接近離間状態評価指標設定部
　３１４　加速度算出部
　３１５　加速時目標相対速度記憶部
　３１６　ドライバ操作加減速度算出部
　３１７　調停加減速度決定部

【図１】 【図２】
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